
令和３年度振興施策実施計画（年間）

令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

基本方向 重点施策項目 № 具体的推進方策 部名 頁

Ⅰ 隣接

する圏域

等とのつ

ながりを

生かし、

一人ひと

りが健康

で心豊か

に暮らせ

る地域

１ 多様な交流・連携に

より地域コミュニティ

を活性化します

(1)
隣接する圏域等との広域的な交流・連
携 経営企画部

５

(2) 地元定着、移住・定住の促進 ７

２ 文化芸術・スポーツ

の持つ力を地域活性

化へとつなげていき

ます

(1)
文化芸術情報の発信や文化芸術に直
接触れる機会の充実

経営企画部

10

(2)
「北海道・北東北の縄文遺跡群」世界
遺産登録の機運醸成に向けた取組

11

(3)
カーリングなどの生涯スポーツの定
着や競技スポーツの魅力発信

12

(4)
八戸圏域との文化・スポーツに関する
交流・連携の促進

13

3-1 地域における医療

体制を整え、心身の健

康づくりと地域で支

え合う福祉の環境を

つくります（保健・医

療分野）

(1) 被災住民への健康支援と医療体制の構築

保健福祉環境部

15

(2)
医療連携及び保健・医療・介護・福祉連携
の推進

15

(3) 自殺対策の推進 16

(4)
脳卒中をはじめとする生活習慣病予防の
推進

18

(5) 健康危機管理対策の推進 19

3-2 地域における医療

体制を整え、心身の健

康づくりと地域で支

え合う福祉の環境を

つくります（介護・福

祉分野）

(1) 地域で支える子育て支援

保健福祉環境部

22

(2) 地域で支える高齢者支援 23

(3) 障がい者の自立生活支援 24

(4) 生活困窮者の自立支援 25

(5)
みんなが住みやすいまちづくりの推
進

26

Ⅱ 自然

豊かで再

生可能エ

ネルギー

を生かし

た災害に

強い地域

４ 災害に強い社会基

盤を整えます

(1) 地震・津波対策の推進

土木部

29

(2)
洪水・土砂災害対策、橋梁耐震化の推
進

30

(3) 防災・減災対策の強化 32

５ 新しい交通ネット

ワークを中心に、地域

経済や暮らしを支え

る社会基盤を整えま

す

(1)
物流の効率化を支える道路、港湾の整
備

土木部

33

(2)
圏域内外の交流拡大を支える道路の
整備

34

(3) 歩道整備の推進 35

(4) 都市計画道路整備の推進 35

(5) 地域公共交通の維持・確保 経営企画部 37
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基本方向 重点施策項目 № 具体的推進方策 部名 頁

Ⅱ 自然

豊かで再

生可能エ

ネルギー

を生かし

た災害に

強い地域

６ 環境を守り育てる

人材を育成し、多様な

主体との協働を進め

ながら、良好な自然環

境を守ります

(1)
環境を守り育てる人材の育成と協働
の推進

保健福祉環境部

38

(2) 良好な水環境の確保 39

(3) 廃棄物の適正処理の推進 40

(4) 地球温暖化防止対策の推進 40

(5)
青森県境産業廃棄物不法投棄事案へ
の対応

41

(6) 人と動物が共生する社会の実現 42

７ 豊富な再生可能エ

ネルギー資源を生か

した持続可能な地域

づくりに取り組みま

す

(1)
太陽光、風力、バイオマスなどの再生
可能エネルギーの導入の促進

経営企画部

44

(2) 再生可能エネルギーの利活用の促進 45

(3)
再生可能エネルギーを生かした地域
づくり

46

Ⅲ 誇れ

る北いわ

ての地域

資源を生

かした産

業が展開

し、意欲

を持って

働ける地

域

８ 北いわての農畜産

物のブランドを確立

し、多様なスタイルで

いきいきと暮らせる

農村をつくります

(1)
経営感覚に優れた経営体や新規就農
者等の確保・育成

農政部

48

(2)
営農の効率化等に向けた基盤整備や
農地の集積・集約化

50

(3)
高度な生産技術や安全・安心を確保す
る取組等の導入・普及

52

(4)
県北圏域ならではの農畜産物の新た
な販路の開拓等の促進

55

(5)
地域ぐるみの活動を通じた魅力ある
農村づくりや交流の推進

56

９ 地域材や特用林産

物の生産体制の強化

と需要拡大に取り組

みます

(1)
意欲と能力のある林業経営体の育成
や林業技術者の育成、確保

林務部

60

(2)
森林整備による適切な資源の管理と
ともに、地域材の安定供給や利用の拡
大の取組を促進

61

(3)
木炭、乾しいたけ、生漆の生産や流通
の体制強化を推進

67

10 担い手の確保・育成

や漁業生産量の回復･

向上を進めます

(1) 漁業担い手の確保・育成

水産部

70

(2) 漁業生産量の回復・生産性向上 71

(3) 生産物の付加価値向上・販路拡大 73

(4) 漁港等の整備 74

11 北いわての魅力あ

る食材を生かした食

産業を盛んにします

(1) 事業者の経営課題に応じた支援

経営企画部

76

(2) 北いわて食材の認知度向上 77

(3) 食産業を担う人材の育成 79

(4) 安全・安心を支える体制の整備 79
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基本方向 重点施策項目 № 具体的推進方策 部名 頁

Ⅲ 誇れ

る北いわ

ての地域

資源を生

かした産

業が展開

し、意欲

を持って

働ける地

域

12 アパレル産業など

高い技術力を有する

ものづくり産業を盛

んにします

(1) 企業の経営課題に応じた支援

経営企画部

81

(2) 地域の特徴的な産業の振興 82

(3) ものづくりを担う人材の育成 83

(4)
地域の特性を生かした事業活動への
支援や企業誘致の促進

84

13 隣接圏域等と連携

した広域観光を進め

ます

(1)
特色ある地域資源を活用した観光の
推進

経営企画部

86

(2)
受入態勢の強化及び観光を担う人材
の育成

88

(3)
広域連携の強化及び情報発信による
誘客の促進

88

14 雇用環境の改善と

若年者などの就業支

援を進めます

(1)
働き方改革の促進等による雇用・労働
環境の改善

経営企画部

90

(2)
関係機関との連携による若者の地元
就職や職場定着の促進

91

Ⅳ その

他重要施

策

15 北いわて情報発信 (1) 圏域内の住民への情報発信の強化
経営企画部

94

(2) 圏域外での北いわての認知度向上 94

16 被災者支援 各種連絡会議等への参加 経営企画部 96

17 危機管理等 危機管理、職員研修、選挙事務 経営企画部 97

18 県税収入の確保と

納税秩序の確立
適正・公平な課税の推進等 経営企画部 99

19 会計事務等
会計事務の適正かつ効率的な執行の

確保等
審査指導監 101

【財源及び事業実施主体について】

各重点施策の「今年度の取組内容」中、①国の補助金・交付金・基金、②地域経営推進費、及び③広

域振興事業に該当する取組・事業については、次の凡例により記載している。

（凡例） 国：国庫補助金・国交付金・国基金、 推：地域経営推進費、 広：広域振興事業

また、上記のうち、県以外のものが事業実施主体となっている場合は、（  ）書きで、その事業実

施主体を記している。 （例）推（○○○協議会）
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＜指標等における新型コロナウイルス感染症の影響について＞

地域振興プランに掲げる指標等における新型コロナウイルス感染症の影響について、「影響のタ
イプ」は、次のタイプＡからＦまでの６つに分類している。

■新型コロナによる影響のタイプ

Ａ：新型コロナ禍の目標としては、なじまない指標。（例：若者関連文化イベント来場者数）

Ｂ：前倒しでの目標達成が見込まれる指標。（例：移住相談件数）

Ｃ：令和２年度の実績が誘因となり、令和３年度以降の目標の達成度が毎年「Ｄ」となること
が見込まれる指標。（例：スポーツ大会・合宿・イベントの参加者数〔累計〕）

Ｄ：新型コロナの影響の長期化により、令和３年度以降の事業実績も低調となる可能性がある
指標。（例：三陸鉄道の年間利用者数、外国人宿泊者数）

Ｅ：事業の延期や中止により実績が存在しない指標。（例：国際線の運航回数、国体順位）

Ｆ：影響なし（指標や目標値の変更は不要）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

１ 多様な交流・連携により

地域コミュニティを活性

化します

◎ 活動中の元気なコミュニティ特選団体数（団体）[累

計]

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 48 50 52 54

実績 43 46 48

●関連事業

【その他（一般社団法人 自治総合

センター）】コミュニティ助成事業

（宝くじの社会貢献広報事業とし

て、地域づくり等に対して助成を

行う。特選団体には、優遇措置が

講じられる。）

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【Ｆ】

(1) 隣接する圏域等との広

域的な交流・連携

【現状と課題】

人口減少・少子高齢化等を要因とする、地域活動

のリーダーの高齢化や担い手不足による地域コミュ

ニティ機能の低下が大きな問題となっていることか

ら、市町村や関係機関など多様な主体の参画・連携

により、地域コミュニティの形成支援を行う必要が

ある。

◎ 北緯40°ナニャトヤラ連邦会議への参画（回）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 2 2 2 2

実績 2 2 2

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【Ｆ】

【取組方向】

引き続き北緯 40°ナニャトヤラ連邦会議の枠組

みも活用しながら、隣接する圏域等との交流・連携

を促進する。

・ナニャトヤラ連邦会議 令和３年度開催予定

２回  ７月（八戸市）、11月（久慈市）

●関連事業

【 本庁 】

・北いわて産業・社会革新ゾーンプ

ロジェクト

・三陸防災復興ゾーンプロジェクト

１ 八戸圏域との文化・スポーツに関する交流・連

携の促進

北緯40°ナニャトヤラ連邦会議の枠組みを活

かし、八戸圏域との文化芸術・スポーツ両分野に

おける交流に取り組む。

・「出張アートイズ」の開催

（久慈・二戸で各１回、10～２月頃）

・「ヴァンラーレ八戸」と「いわてグルージャ盛岡」

による子どもサッカー交流体験教室の開催

（１回、時期・場所は両チームとの調整を踏まえ

決定）

【八戸圏域との文化スポーツ交流・

連携推進事業675千円【再掲】】推
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

２ 北いわて未来づくりネットワークによる産学官

連携・異業種連携の推進

【魅力ある北いわての地域づくり推

進事業費（北いわて未来づくりネッ

(1) 女性活躍・子育て支援などモデル事例の共有の

ためのセミナーの開催（８月）

トワークの推進）：488千円】広

(2) AI・IoT活用等に係る県立大学との協働研究（縫

製・福祉）（随時）

（縫製）研究課題名「中小縫製業のIoTやAIなど

新技術活用による経営基盤強化と女性の雇用拡大

－岩手県での実証とプロトタイプ開発、そして全

国普及版システムの開発－」

（福祉）研究課題名「地域介護福祉事業者での新

技術を活用した介護現場の効率化と働き方改革

－社会実装を意図したモデル構築とプロトタイプ

開発－」

※県立大学予算（年100万円）

R2～2カ年事業

※県立大学予算（年 100 万円）【予

定・申請中】

R3～2カ年事業

(3) 会員企業の採用強化・人材確保に係る研修会の

開催（11月）

３ 「三陸ぐるっと食堂」開催事業 【北いわての魅力ぐるっと発信事業

：582千円】推三陸の豊かな食材や食文化を通じた地域の魅力

発信を目的に開催する「三陸ぐるっと食堂」を沿

岸広域振興局と連携して実施する。

同日に釜石市で開催される「ぼうさいこくたい

2021」のタイアップイベントとして開催予定。

【時期】令和３年11月６日（土）～７日（日）の２

日間

【場所】釜石市

【主催】岩手県（沿岸広域振興局、県北広域振興局）

【三陸振興協議会】

復興の先を見据え、三陸地域の総

合的な振興を図るため設置。三陸防

災復興ゾーンプロジェクトの推進な

ど所管。（副局長が委員）

〇「防災推進国民大会（ぼうさいこ

くたい）2021」（11/6,7 釜石市民

ホールTETTOほか、事務局：ふる

さと振興部県北・沿岸振興室(実行

委員会は三陸振興協議会の分科会

の位置づけ)）

(2) 地元定着、移住・定住

の促進

【現状と課題】

東日本大震災津波を契機に、県内外の多くの若者

や女性による活動が復興に向けての大きな力となっ

ており、これらの活動を継続・拡大させるため、交
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

流の輪の構築等の支援を行う必要がある。

地域おこし協力隊や復興支援員をはじめ、県内外

からの移住者には、外部の視点から地域づくりの中

心になって活動している方もいることから、移住者

の受入態勢の整備が重要となっている。

◎ 地域づくりセミナー等への参加者数（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 70 80 90 100

実績 58 58 22

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 協力隊事業に関しては【Ｆ】

★ 影響のタイプ 北いわて暮らしセミナーに関

しては【Ｄ】

★ 新型コロナの影響の状況

新型コロナ感染拡大の影響により、全国の移住関

連のセミナーがオンライン開催となり、参加者が

分散したこと。

【取組方向】

市町村と連携しながら、地域おこし協力隊等地域

の担い手の定住・定着支援を進めるとともに、U・I タ

ーン等の情報提供により、関係人口・交流人口の拡

大と移住・定住の促進に取り組む。

１ 新たな地域の担い手（地域おこし協力隊など）

の活動・定着支援

(1) 専門家の現地派遣（８月～） (1)(2)【魅力ある北いわての地域づ

くり推進事業費：831千円】広・ 現地視察や綿密な意見交換等を踏まえ、専門

家の方から今後の事業に向けアドバイスをして

もらう。

(2) 事例発表会 （２月）

・ 現地派遣の対象となった自治体（担い手）か

ら活動状況について発表してもらい、県北圏域

等で情報を共有する。

●関連事業

【 本庁 地域振興室（地域おこし協

力隊活動支援事業費：2,554千円）】

・ 地域おこし協力隊起業セミナー

・ 地域づくり人材活動事例発表会

・ 地域おこし協力隊の支援体制構

築とネットワーク化

２ カシオペア地域づくり活性化推進事業

(1) カシオペア連邦情報発信事業

カシオペアＦＭで情報番組（カシオペアン☆ク

ロス）の放送（30分）

  カシオペア連邦をけん引してきた 50 代から 60
代の方と、これからのカシオペア連邦を牽引する

20 代から 30 代のトーク番組を放送することで、

【カシオペア地域づくり活性化推進

事業：2,481千円（うち1,981千円）】

推
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

今後の地域づくりを地域全体で考える機会とする

もの。

・4月 委託契約

・4月～3月 放送（年間各週、計26回放送）

(2) カシオペア若者カーリング振興事業

「ミライリンク」を主体に県域内の児童・生徒

を対象としたスクール及び大会を開催し、カーリ

ング競技人口の裾野を拡大する。

【カシオペア地域づくり活性化推進

事業：2,481千円（うち500千円）】

推

【スケジュール(予定)】

・8月 実行委員会総会

・11月 スクール開始

・3月 大会開催

３ 歴史文化発信活動の支援

(1) 九戸政実等をテーマとした活動支援

若者が地域に誇りと愛着を持ちながら、交流や

活動を通じて地域を盛り上げていけるよう支援す

る。

・ 「九戸政実武将隊」によるイベント時の演武

や帰省客等の出迎え及び九戸城跡エントランス

広場を拠点とした活動（14回程度）

・ 二戸市観光協会と連携し「九戸城まつり」を

開催し、若者の九戸政実に関する取組等を発表。

（９月）

【魅力ある北いわての地域づくり推
進事業費（歴史文化発信活動の支
援）：事業費 2,680千円】広

(2) 九戸政実をツールとした情報発信

九戸城の日本城郭協会「続日本100名城」スタ

ンプラリー効果や、盛岡城、花巻城等の4つの城

館が御城印に加わった（Ｒ２.８）ことを好機と捉

え、お城 EXPO に出展(12 月)し、全国のお城ファ

ンに積極的に情報発信するもの。

九戸政実プロジェクトホームページの更新（４

月）及びＳＮＳでの発信するもの。

【カシオペア地域魅力発信事業：908

千円(うち61千円)】推

４ 移住・定住イベント「北いわて暮らしセミナー」

の開催

【北いわて移住・定住推進事業

：405千円】推

県北圏域の魅力や I・U ターン情報等の発信

をふるさと回帰支援センターと連携して行い、

県北地域への移住・定住を促進する。（11 月予

定）

５ カシオペア連邦建国30周年記念事業 【カシオペア連邦建国30周年記念

事業：1,200千円】推カシオペア連邦が建国 30 周年を迎えるにあた

り、記念ロゴや冠事業の実施等による地域内外へ

の情報発信と、これまでの活動の振り返りや更な

る地域活性化の契機とする記念式典を開催する。

【時期】令和３年12月（予定）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

【実施主体】（仮称）カシオペア連邦建国30 周年記

念事業実行委員会

（3）地域振興プラン以外

①若者による文化芸術活

動への支援

・若者文化振興事業費補助金の運用

管内の文化芸術の新たな魅力を高めるため、若者

が主体となる文化芸術イベントの開催を支援する補

助金（10/10補助、上限100万円）を執行する。（通

年）

【本庁：若者女性協働推進室】いわ

て若者活躍支援強化事業費【再掲】
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

２ 文化芸術・スポーツの持

つ力を地域活性化へとつ

なげていきます

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

新型コロナ感染拡大の状況や、イベント開催制限による、

催事の中止により大幅な減少となる見込み。

◎公立文化施設における催事数（件）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 138 140 142 144 146

実績 138 114 未確定

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

◎ スポーツ実施率（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画

60.3

（2018）

63.5

（2019）

64.0

（2020）

64.5

（2021）

65.0

実績 60.3 68.6 未確定

(1) 文化芸術情報の発信

や文化芸術に直接触れる機

会の充実

【現状と課題】

県北地域は民俗芸能を中心に、美術、音楽等の様々

な文化芸術があり、久慈・二戸の各地域に文化芸術

コーディネーターが配置され、きめ細かな文化芸術

活動支援を行っているが、少子化等による人口減

少・高齢化の進行により文化芸術の担い手不足が顕

在化しており、文化芸術の裾野を拡大するためには、

更なる活動の情報発信や環境整備、人材育成が重要

となっている。

また、新型コロナの影響により活動が停滞してい

る文化芸術団体が少なくなく、令和３年度も比較的

大規模な文化芸術イベントの自粛は続く可能性があ

り、文化芸術団体の発表の機会の創出が重要である。

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

【取組方向】

地域の文化芸術に親しみを感じ、行事等への参加意

欲を醸成するため、文化芸術コーディネーターと連携

し、「いわて文化芸術情報大事典」（ＨＰ）を活用した

情報発信や文化芸術活動の取組を支援する。

◎文化芸術コーディネーターの活動件数（件）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 140 142 144 146 148

実績 140 149 144

【本庁：文化振興課】いわて文化芸

術王国構築事業費（「いわての文化芸

術情報大事典」ホームページ運営）

【本庁：文化振興課】岩手芸術祭地

域活性化魅力発信事業費（第74回岩

手芸術祭総合フェスティバル地方開

催（二戸地域））

【文化芸術コーディネーター】文化

庁JAPAN LIVE YELL PROJECT（「アー

ツライブいわて」による文化芸術活

動の支援）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

【取組方向】

文化芸術活動を担う人材を育成するため、文化芸術

の体験イベントや民俗芸能団体と連携した取組を推

進し、文化芸術に親しむ機会の確保に取り組む。

・文化芸術の体験型イベント（アートタッチプロ

ジェクト）の開催（久慈１回、12～１月頃）

・文化芸術団体（民俗芸能団体を除く）の派遣（二

戸地域３回（軽米町・九戸村・一戸町を優先、随

時）

・民俗芸能団体の派遣（２団体、各６回程度、9

～１月頃）

・動画を活用した民俗芸能の発表支援（２団体、

随時）

◎児童等の文化芸術の体験者数（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 68 80 90 100 110

実績 68 104 94

【本庁：文化振興課】いわて文化芸

術活動支援事業費補助（文化芸術活

動を行う団体等の活動継続・再開等

を支援（2/3補助、150万円上限））

【二戸市】にのへカルチャー・フェ

スティバル（文化芸術の体験教室を

複数回開催）

【三陸国際芸術推進委員会】三陸国

際芸術祭（民俗芸能等が一堂に会し

たイベント等を開催）

【北いわて・子ども文化スポーツ体

験ひろば1,421千円】推

(2) 「北海道・北東北の縄

文遺跡群」世界遺産登録の

機運醸成に向けた取組

【現状と課題】

「北海道・北東北の縄文遺跡群」は、人類共通の

宝として未来へ伝えていかなければならない貴重な

文化遺産であり、世界遺産登録に向けた取組と、北

海道、北東北３県に暮らす人々が、縄文遺跡群の持

つ普遍的な価値を共有することが重要である。

■新型コロナウイルス感染症による影響

★ 影響のタイプ【  Ｄ  】

★ 新型コロナウイルス感染症の影響の状況

   2020年は新型コロナウイルスの影響により、

機運醸成イベントの開催内容を変更したため、

実績は０となった。

【取組方向】

世界遺産登録に向けた機運醸成や登録実現に合わ

せた記念事業の展開に取り組むととに、北海道や北

東北とのつながりを活かした多様な交流を推進す

る。

※５月下旬頃イコモス勧告、7/16～31世界遺産委員

会（オンライン）で登録可否審査予定

※再掲：13観光(１)３

◎講演会・フォーラム等参加者数（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 250 290 310 330 350

実績 250 350 0
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

① 「北海道・北東北の縄文遺跡群（御所野遺跡）」

の世界遺産登録の実現に合わせて、登録記念イベ

ント等を開催。

・  御所野縄文ＷＥＥＫの開催（１回）

・  コミュニティＦＭと連携したイベントの開催

（１回）

・   ＩＧＲいわて銀河鉄道での車内広告（約１か

月）

・  「北いわて最前線」（号外）発行による世界遺

産登録についての周知 ※再掲：１地域コミュ

ニティ(１)

② 世界遺産登録に向け、北海道や北東北とのつな

がりを生かし、多様な交流を推進するとともに、

北海道及び北東北３県が連携した取組を進める。

・ 御所野愛護少年団等と隣接する構成資産（八

戸・鹿角）との交流の推進（現地研修・意見交

換会、７～８月頃）

・ 縄文遺跡群の「南の玄関口」御所野と八戸、

鹿角等と連携した周遊観光の推進（スタンプラ

リー等）

【御所野遺跡等観光資源推進事業費

8,145千円】広

【カシオペア地域魅力発信事業

1,508千円（うち、755千円）】推（県

単）

【本庁】

北いわて産業・社会革新ゾーンプロ

ジェクト

【本庁文化振興課】縄文遺跡群世界

遺産登録推進事業22,544千円（世界

文化遺産登録決定記念事業、国内フ

ォーラム開催事業）

【本庁文化振興課】御所野遺跡世界

遺産登録記念事業4,105千円（世界

遺産「御所野遺跡」パンフレット作

製、御所野遺跡ＰＲキャラバンの実

施）

【一戸町】世界遺産登録記念事業（登

録記念式典・祝賀会の開催）

(3) カーリングなどの生涯

スポーツの定着や競技スポ

ーツの魅力発信

【現状と課題】

二戸地域のカーリングや久慈市の柔道など、県北

地域では健康づくりや交流人口拡大のための取組

が行われているが、地域内外の団体との連携による

スポーツ振興が重要である。

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

新型コロナ感染拡大の影響により、スポーツ大会やス

ポーツイベントの中止等による施設入場者数の減が見

込まれる。

【取組方向】

カーリングなどの生涯スポーツの普及に向けた取

組を支援するとともに、スポーツを通じた交流人口

の拡大に取組む。【再掲】

◎ スポーツ施設入場者数（千人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画
709

(2018)

741

(2019)

741

(2020)

741

(2021)

741

実績 709 667 未確定

【カシオペア地域づくり活性化推進

事業 2,481 千円（うち 500 千円）】

推
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

【取組方向】

各種スポーツの体験イベントや関係団体と連携し

た取組を推進し、スポーツに親しむ機会の確保に取

組む。

・  スポーツ団体の派遣（久慈・二戸  各２回、

随時）

◎児童の管内体育団体及びスポーツチームとの交流・体

験者数（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 30 40 50 60

実績 － 84 61

【本庁：スポーツ振興課】地域活性

化スポーツ推進事業費（プロスポー

ツ団体と連携・協働した指導者講習

会・スポーツ教室等の実施）

【北いわて・子ども文化スポーツ体

験ひろば1,421千円（再掲）】推

(4) 八戸圏域との文化・ス

ポーツに関する交流・連携

の促進

【現状と課題】

北緯 40°ナニャトヤラ連邦会議の枠組みを生か

し、人口31万人超の連携中枢都市圏の八戸圏域が持

つ文化スポーツ資源を最大限に活用した交流人口の

拡大が重要である。

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

新型コロナ感染拡大の影響により、パークゴルフ

交流会、郷土芸能交流祭等が中止となったことから、

交流参加者数は大幅な減少となった。

【取組方向】

北緯 40°ナニャトヤラ連邦会議の枠組みを活か

し、八戸圏域との文化芸術・スポーツ両分野におけ

る交流に取り組む。

・  「出張アートイズ」の開催（久慈・二戸で各

１回、10～２月頃）

・  「ヴァンラーレ八戸」と「いわてグルージャ

盛岡」による子どもサッカー交流体験教室の開

催（１回、時期・場所は両チームとの調整を踏

まえ決定）  

◎八戸圏域との交流参加者数（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 1,024 1,050 1,080 1,110 1,140

実績 1,024 153 58

【ナニャトヤラ連邦会議】北緯40°

ナニャトヤラ連邦郷土芸能交流祭事

業（三圏域に伝承されている郷土芸

能の発表会、八戸市で開催予定）

【ナニャトヤラ連邦会議】ヴァンラ

ーレ八戸といわてグルージャ盛岡に

よるサッカー交流体験教室（県北局

と共同開催）

【八戸市】八戸市アートの学び事業

（幼児や低学年以下の児童を対象と

した現代芸術教室を八戸圏域で開

催）

【八戸圏域との文化スポーツ交流・

連携推進事業625千円】推

（5）地域振興プラン以外

①若者による文化芸術活

動への支援

・  若者文化振興事業費補助金の運用

管内の文化芸術の新たな魅力を高めるため、若

者が主体となる文化芸術イベントの開催を支援す

る補助金（10/10 補助、上限 100 万円）を執行す

る。（通年）

【本庁：若者女性協働推進室】いわ

て若者活躍支援強化事業費
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

②東京 2020 オリンピッ

ク・パラリンピックへの対

応

・  オリンピック聖火リレーの運営従事

  二戸シビックセンターにおける聖火リレーミニ

セレブレーションの運営従事を行う。（６月16 日

開催）

【本庁：オリンピック・パラリンピ

ック推進室】復興五輪ムーブメント

推進事業費
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

3-1 地域における医療体制

を整え、心身の健康づくり

と地域で支え合う福祉の

環境をつくります（保健・

医療分野）

【現状と課題】

東日本大震災津波による被災者は、高齢化の進行

や生活環境の変化等により抱える問題が複雑・多様

化し、心身ともに負担が増している状況にあり、今

後も細やかな支援が必要。

(1) 被災住民への健康支援

と医療体制の構築 ◎ 野田村復興支援チーム定例連絡会開催回数（回）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 12 12 12 12

実績 12 12 12

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・形式を工夫した開催（参加人数抑制、書面会議

等）により毎月開催。

【取組方向】

県、市町村、関係機関、ボランティア等が連携し、

こころのケアを継続するとともに、健康の保持増進

が図られるよう支援する。

【復興】

① 被災住民への健康支援と医療体制の構築

久慈

・野田村復興支援チーム定例連絡会の開催

・被災地のこころのケア研修会の開催

【被災地健康維持増進費】

② 災害発生時を想定した医療体制のあり方検討や

構築の推進

久慈

・災害医療対策マニュアルの作成

・災害医療対策連絡会議・研修会の開催

二戸

・災害医療対策連絡会議・研修会の開催

・保健所災害医療立上初動訓練の実施

【地域医療計画推進事業】県単

(2) 医療連携及び保健・医

療・介護・福祉連携の推進

【現状と課題】

県北圏域の人口割合でみた医療機関数や医療従事

者数は県平均より低く、厳しい医療環境にあること

から、医療機関の負担を増すことなく住民の健康水

準の向上を図っていくことが必要。

【県民みんなで支える地域医療推進

事業】県単

◎中学校での医療人材育成に係る出前講座・医療現場体

験会参加者数（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 730 730 730 730

実績 723 633 未
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・感染状況により、出前講座や体験会の中止・延

期または形式を工夫した開催（リモート講座等）、

あるいは、中学生向けの地域医療に関するリーフ

レットの配付を想定。

【取組方向】

将来、県北地域で医療に従事する人材を育てるた

め、医師を講師とする中学校での出前講座や医療現

場体験会を実施する。

① 住民への地域医療の情報提供

久慈・二戸

・ホームページ等を活用した地域医療の情報提供

久慈

・地域健康講演会の運営協力

二戸

・カシオペアフォーラムの開催

・カシオペア医療福祉オーダーメイド出前講座の

開催

② 周産期母子保健対策の強化

久慈・二戸

・医療機関相互の情報連携

・妊産婦の健康サポート

・市町村が行う妊産婦の健診受診等に係る交通費

助成を支援

【県北妊産婦安心出産支援事業：事

業費1,470千円】推(市町村)

【本庁医療政策室】岩手県ハイリス

ク妊産婦アクセス支援事業

③ 保健・医療・介護・福祉の連携推進

久慈・二戸

・医療安全対策研修会の開催

久慈

・北三陸ネットの活用推進

・市町村における地域包括ケアシステム構築支援

二戸

・ひめほたるネット（カシオペア地域医療福祉連

携研究会）への支援

④ 医療従事者の確保支援

久慈・二戸

・中学生を対象とした出前講座や医療現場体験会

の開催（６月～）

(3) 自殺対策の推進 【現状と課題】

県北圏域の自殺死亡率は県平均よりも高く、自殺

者は働き盛りの男性に多く、男性が女性の２倍とい

う現状にある。包括的な自殺対策の推進に加えて自

【自殺対策緊急強化事業】県単
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

殺者の多い年代を対象とした重点的な取組や地域で

自殺対策に取り組む人材の養成、見守り体制の充実

が必要。

◎ 自殺者数[10万人あたり]

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 27.5 26.1 24.8 23.4

実績 28.9

◎ 自殺予防の担い手養成研修受講者数（人）[累計]

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 300 600 900 1,200

実績 268 623 648

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・感染状況により、研修会の中止・延期または形

式を工夫した開催（リモート研修等）を想定。

【取組方向】

包括的な自殺対策プログラムを推進するととも

に、高齢者、生活困窮者、働き盛りの各対象に応じ

た自殺対策を推進する。

久慈・二戸

① ネットワーク

・自殺対策推進協議会（年１回）            

・市町村等こころのケア担当者連絡会（通年）

・関係機関・団体等の実務者によるネットワーク
連絡会（通年）

② 一次予防（こころの健康づくりの普及啓発）

・ゲートキーパー養成研修（職域、高齢者の支援
者等）（通年）

・傾聴ボランティア養成・育成

・こころの健康等に関する健康教育（職域等対象
通年）

・自殺防止月間（９月）、自殺対策強化月間（３月）
における普及啓発事業

③ 二次予防（相談窓口・ハイリスク者支援等）

・こころの健康相談（自殺予防相談）（通年）

・自殺未遂者支援（相談等）（通年）

・ワンストップ総合相談会（９月または３月）

④ 三次予防（自死遺族ケア）

・自死遺族交流会（こころサロン）

（通年）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

⑤ 精神疾患へのアプローチ

・精神障害者（家族）の相談支援（通年）

・アルコール健康問題対策の推進（通年）

⑥ 職域へのアプローチ

・事業所の経営者、健康管理担当者等を対象とし
た研修会、事業所訪問、出前講座

⑦ 被災者及び支援者のこころのケア

・被災者の健康支援にかかる連絡会・情報交換会
（通年）

(4) 脳卒中をはじめとする

生活習慣病予防の推進

【現状と課題】

県北圏域における、がん、心疾患及び脳血管疾患

の年齢調整死亡率は、いずれも男女ともに県平均を

上回っていることから、引き続き、脳卒中をはじめ

とする生活習慣病予防対策を推進していくことが必

要。

◎ がん、心疾患及び脳血管疾患で死亡する人数

男性[10万人あたり]

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 344.1 336.7 329.4 322.0

実績 305.1 335.6

◎ がん、心疾患及び脳血管疾患で死亡する人数

女性[10万人あたり]

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 158.7 153.9 149.0 144.1

実績 158.7 170.7

◎ 「いわて健康経営宣言」事業者数(社)  [累計]

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 52 58 64 70

実績 40 78 87

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・普及啓発の取組は、形式を工夫した研修会の開

催（参加人数の調整、リモート開催等）を想定。

【取組方向】

・若年期からの各ライフステージに応じた生活習慣

の改善に取り組む。

・働き盛り世代について、企業・事業所への普及啓

発や支援を強化し健康経営の取り組みを推進する。

・受動喫煙対策を推進する。

久慈・二戸

① (新)県民生活習慣実態調査（11月）

県内20単位地区 500世帯実施予定

【健康いわて21プラン推進事業】

国庫
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

② 地域・職域連携推進

・地域・職域連携会議の開催（年１～２回）

・市町村健康づくり計画の推進支援 （通年）

【健康いわて21プラン推進事業】

国庫

③ 健康経営の取組の推進

・「いわて健康経営宣言」及び「いわて健康経営認
定事業所」登録への働きかけ

・「岩手県脳卒中予防県民会議」の会員拡大

・県民総参加型健幸度アップ支援事業(県民総参加
型チャレンジマッチ)の取組の推進

・出前講座、健康教室の開催

【県民総参加型の健幸度アップ支援

事業】県単

【脳卒中予防緊急対策事業】国庫

④ 減塩リーダー等人材育成、団体の活動支援

・減塩指導者養成研修会の開催

（食生活改善推進員、栄養士、調理師、給食等担
当者、保健推進員）（通年）

・「健康的な食事推進マスター」の養成(保健師・
栄養士 栄養教諭 養護教諭 約30人養成)

【脳卒中予防緊急対策事業】国庫

⑤ 外食栄養成分表示登録店等推進

・飲食店等における栄養成分表示拡大講習会の開
催（通年）

・登録済店舗の減塩･適塩メニューの拡大

【脳卒中予防緊急対策事業】国庫

⑥ 「いわて減塩・適塩の日（毎月28 日）」促進キ
ャンペーン（９月～２月）

・市町村健康まつり、スーパーマーケット等にお
ける減塩等普及啓発

【脳卒中予防緊急対策事業】国庫

⑦ 受動喫煙防止対策、禁煙支援等喫煙対策の推進

・改正健康増進法施行に伴う受動喫煙防止措置の
徹底（普及啓発・相談・説明会・既存特定飲食
提供施設届出台帳整備）

・世界禁煙デーにおける禁煙キャンペーンの実
施（５月）

・禁煙・防煙リーダー研修会の開催

・地域、学校、事業所等における禁煙教室の開催
（通年）

【受動喫煙対策促進費】国庫

【脳卒中予防緊急対策事業】国庫

(5) 健康危機管理対策の推

進

【現状と課題】

新型コロナウイルス感染症等の発生に備え、市町

村、感染症指定医療機関及び関係団体との十分な連

携のもと、地域医療体制の確保やまん延防止策の強

化等健康危機管理対策の推進を図ることが必要。

◎ 感染症予防研修会の開催回数(回)

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 15 15 15 15

実績 15 16 16

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

・感染症予防の取組は、形式を工夫した研修会の

開催(参加人数の調整、リモート開催等)を想定。

【取組方向】

感染症発生時のまん延防止及び新型インフルエン

ザ等の発生に備えた体制整備・対応訓練等の実施

久慈・二戸

① 新型コロナウイルス感染症対策の実施

・感染予防策の普及啓発

・患者発生時の医療機関等関係者との連携

・積極的疫学調査・濃厚接触者の対応

【感染症予防】県単

【結核対策促進事業】県単

② 感染症発生時におけるまん延防止対策の実施

（積極的疫学調査、接触者検診等）（通年）

③ 感染症に関する情報収集、情報提供、啓発普及

（通年）

④ 高齢者及び児童福祉施設等職員を対象とした感

染症予防研修会の開催（年10回程度）

(北いわて医療関連感染制御ネットワーク等と連

携)

⑤ 新型コロナウイルス感染症、新型インフルエン

ザ、鳥インフルエンザ等発生に備えた体制整備・

訓練の実施

⑥ 関係機関・団体との円滑な対応に向けた連絡会

議等の開催

(6) 地域振興プラン以外

〇 母子保健対策の推進 久慈・二戸

① 養育のため病院又は診療所に入院することを必

要とする未熟児に対する医療の給付（未熟児養育

医療費等県費負担金）（通年）8市町村

② 母子保健医療連絡会（年間6回）

〇 難病対策の推進 受給者数（R2.3.31 現在）

特定医療（指定難病）受給者数  834人

小児慢性特定疾患医療受給者数  114人

① 難病患者の療養支援

・ 患者及びその家族への相談支援等（通年）

・ 指定難病患者への医療費の公費負担にかかる特

定医療費（指定難病）受給者証交付（通年）

〇 精神保健福祉対策の推

進

精神障害者保健福祉手帳所持者数（R2.3.31現在）

1,217人（１級：478人、２級：603人、３級：136

人）

自立支援医療（精神）受給者数（R2.3.31 現在）

2,392人
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

① 精神障害者入院等措置

・ 精神障害者検察官等通報に係る入院措置の診察

を実施（通年）

② 精神保健相談

・ 精神障害者の早期治療の促進及び地域住民の精

神保健の保持増進を図るため、専門医及び保健師

等による相談（面接・電話・訪問）（通年）

③ 精神障がい者社会復帰促進事業

・ 在宅患者に対する社会適応訓練事業の実施（通

年）

④ 精神障害者福祉手帳の交付（通年）

⑤ 自立支援医療（精神）受給者証の交付（通年）

⑥ ひきこもり対策

・ ひきこもり者の家族及び本人への支援を推進し、

社会参加と自立を促進するため、相談窓口の設置、

支援者への研修会、本人・家族の居場所（フリー

スペース）を開設（通年）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

3-2 地域における医療体制

を整え、心身の健康づくり

と地域で支え合う福祉の

環境をつくります（介護・

福祉分野）

(1) 地域で支える子育て支

援

【現状と課題】

多様な子育て家庭のニーズに応えるため、子ど

も・子育て支援サービスの充実と子どもの健やかな

成長を支える環境の整備、子育てを地域で支える体

制づくりや児童相談支援体制の充実が必要。

◎「いわて子育て応援の店」の協賛店舗数［累計］

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 176 183 189 196

実績 169 177 179

◎ 「いわて子育てにやさしい企業等認証」の認証数

［累計］

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 16 20 24 28

実績 3 17 22

◎ 子育て支援従事者等研修会参加者数（人）［累計］

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 531 571 611 651

実績 451 562 603

◎ 要保護児童担当者研修会参加者数（人）［累計］

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 884 979 1,074 1,169

実績 694 873 931

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・感染状況により、研修会の中止・延期または形式

を工夫した開催（リモート研修等）を想定。

【取組方向】

子育て支援従事者研修会の開催等を通じた関係者

間のネットワーク構築や、児童虐待の発生予防や早

期発見・早期対応のための関係機関との連携強化を

進める。

① 子育て支援サービスの向上

久慈・二戸
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

・子育て支援関係者研修会の開催

（会場持ち回り Ｒ３久慈10月頃予定）

・いわて子育て応援の店協賛店の登録勧奨（通年） 【子育て応援推進事業費】県単

・いわて子育てにやさしい企業等認証の認証勧奨

（通年）

・「おでかけi-サポ」の利用促進に向けたセミナー、

広報等の実施

【「おでかけ i-サポ」で素敵な「

で愛 」応援!!事業：事業費 146 千

円】推

② 地域における相談支援体制の充実強化

久慈・二戸

・要保護児童対策地域協議会の実効ある活動の支援

（通年）

・市町村職員等関係者への研修等の実施

（久慈1回8月予定・二戸2回8月､1月予定）

(2) 地域で支える高齢者支

援

【現状と課題】

県北圏域の高齢化率は県平均を上回っており、高

齢者が住み慣れた地域で安心して生活し続けいるこ

とができるよう、「地域包括ケアシステム」の構築・

深化が求められる。

【介護予防地域支援事業】県単

◎ 居宅介護（地域密着型）サービス利用割合（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 59.0 60.0 61.0 62.0

実績 58.2

◎ 認知症サポーター養成数（人）［累計］

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 16,700 17,900 19,100 20,300

実績 14,239 16,968 17,760

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・感染状況により、研修会の中止・延期または形式

を工夫した開催（リモート研修等）を想定。

【取組方向】

認知症サポーターを養成し、認知症に対する正し

い知識の普及を促進し、認知症の人に対する地域で

の支援を促進する。

① 地域包括ケアシステムの構築支援

久慈・二戸

・市町村の地域包括ケアシステム構築・深化に向

けた助言等の実施
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

② 介護予防の推進

久慈

・介護予防関係者情報交換会の実施

・介護予防研修会の実施

二戸

・介護予防従事者等研修会の実施

③ 認知症施策の推進

久慈

・認知症に関する普及啓発行事の実施（普代村：

１回）

・市町村の認知症初期集中支援チーム運営に向けた

助言

二戸

・地域の認知症対策への取組推進の支援

④ 高齢者・障がい者の権利擁護に係る普及啓発

久慈・二戸

・高齢者権利擁護推進の支援（成年後見制度の普

及啓発）

⑤ 介護従事者等の確保

久慈・二戸

・事業所の処遇改善加算の活用促進

久慈

・人材確保に向けた関係団体との情報共有

(3) 障がい者の自立生活支

援

【現状と課題】

障がい者が生活しやすい環境を整えるよう、障が

い者支援施設等への指導や障がい者自立支援協議会

を中心とした関係機関のネットワークの推進が必

要。

◎ 障がい者グループホームの利用者数（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 255 267 277 287

実績 243 252

◎ 就労事業所における就労者数（一日当たり就労者数）

（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 600 622 644 666

実績 562 613
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・感染状況により、会議や研修会の中止・延期ま

たは形式を工夫した開催（書面会議、リモート研

修等）を想定。

【取組方向】

市町村や関係団体等と協力しながら、住まいの確

保や就労機会の拡充など自立生活のための基盤・環

境整備や芸術活動の支援による生きがいづくりを促

進する。

① 障がい者自立支援協議会の支援

久慈・二戸

・自立支援協議会各部会活動への参画（通年）

（就労支援分科会、生活支援分科会、療育分科会）

② 障がい者の自立支援の推進

久慈

・障がい者アートの推進

アート支援研修会の開催（7月予定）

久慈【障がい者アート推進事業：事

業費401千円】（推）

障害福祉サービス事業所への講師派遣（最大6回、

7～9月予定）

アート作品展の開催（2回10月､12月予定）

広報紙発行（3回 7月､11月､3月予定）

二戸

・ふくしアート展の開催（通年）

③ 障がい者の不利益な取り扱いの解消や虐待防止

の啓発、権利擁護に関する相談体制の強化

久慈・二戸

・障害者差別解消法の普及啓発（通年）

・相談窓口の設置（通年）

・久慈地域成年後見センター及び市町村との連携に

よる障がい者権利擁護推進の支援（久慈）（通年）

・障がい理解講演会の開催（久慈）

（自立支援協議会との共同開催12月予定）

・カシオペア権利擁護ネットワーク会議への参画に

よる障がい者権利擁護推進の支援（二戸）（通年）

(4) 生活困窮者の自立支援 【現状と課題】

生活困窮者が抱える多様で複合的な問題につい

て、適切に相談等に対応するとともに、プランの作

成、認定就労訓練事業の利用のあっせん等、様々な
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

支援を一体的かつ計画的に行うことが必要。

◎ 生活困窮者自立支援制度新規相談件数のうちプラン

を作成した割合（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 22 23 24 25

実績 21 25 35

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・管内においては、新型コロナの感染拡大により

生活困窮者が顕著に増加する状況はみられていな

い。

【取組方向】

多様で複合的な生活上の課題を抱える生活困窮者

に対し、早い段階で包括的な支援が行われるよう関

係機関等の連携やネットワークの構築を推進する。

① 関係機関とのネットワークの構築

久慈・二戸

・自立相談支援事業担当者連絡会議の開催

（久慈 1回2月予定）

【生活困窮者自立相談支援事業】

国庫

・困りごと対策連絡協議会の開催

（二戸 1回5月予定）

・自殺対策と連動した生活困窮者への支援（二戸）

(5) みんなが住みやすいま

ちづくりの推進

【現状と課題】

誰もが住みやすいまちづくりに向けて、ユニバー

サルデザインに基づいたノウハウの蓄積や人材育

成、推進団体の組織化が進んでおり、さらに普及啓

発活動を継続し実践に繋げることが必要。

◎ いわてユニバーサルデザイン電子マップ登録施設数

（施設）［累計］

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 141 145 149 153

実績 133 139 140

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・既存施設の電子マップ登録を働きかけるもので

あり、書面での依頼や感染状況に応じた企業訪問

時期の設定など工夫して対応。

【取組方向】

いわてユニバーサルデザイン電子マップへの施設
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

登録の推進やひとにやさしい駐車場利用証制度の普

及やユニバーサルデザイン推進団体との共同による

ＵＤ学習支援を推進する。

① いわてユニバーサルデザイン電子マップの充実

久慈・二戸

・電子マップへの施設登録の推進と周知（通年）

【ユニバーサルデザイン推進事業

費】県単

② ユニバーサルデザイン及びひとにやさしい駐車

場制度の普及啓発

久慈・二戸

・ひとにやさしい駐車場制度の周知（通年）

・ユニバーサルデザイン推進団体との協働によるＵ  

Ｄ学習の支援（通年）

  久慈：障がい者観光サポーターの会

  二戸：カシオペア連邦はーとふる発見隊

【障がい者駐車場適正利用促進事業

費】県単

(6) 地域振興プラン以外

〇 高齢者福祉の推進 久慈

高齢化率36.6％（R2.10.1現在）

（久慈市 33.5％、普代村 42.8％、野田村 38.7％、

洋野町41.9％）

二戸

高齢化率40.2％

（二戸市 37.3％、軽米町 42.4％、九戸村 44.9％、

一戸町42.9％）

※ 県平均33.7％

① 補助金交付

・ 高齢者及び障がい者にやさしい住まいづくり推

進事業補助金を市町村に交付（通年）

・ 老人クラブ活動促進事業補助金を市町村に交付

（通年）

【老人クラブ活動等社会活動促進事

業】

〇 児童福祉の推進 久慈・二戸

① 児童福祉施設の設備・人員配置基準等の確認の

ための指導監査（通年）

② 市町村担当者情報交換会（年１回）

③ 地域子ども・子育て支援事業交付金を市町村に

交付（通年）

④ ひとり親世帯等で児童を育てている家庭の経済

的安定と自立を促進するため、児童扶養手当の支

給（通年）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

〇 母子及び父子並びに寡

婦福祉の推進

久慈・二戸

① ひとり親世帯の経済的自立の助成と生活意欲の

助長を図り、併せてその扶養している児童の福祉

を増進するよう、母子・父子・寡婦福祉資金の貸

付の実施及び相談支援（通年）

〇 障がい者福祉の推進 久慈

身体障害者手帳所持者数（R3.2.28現在）

2,679名（１級：909名、２級：424名）

（65歳以上：2,007名）

療育手帳所持者数（R3.2.28現在）

702名（Ａ級：263名、Ｂ級439名）

二戸

身体障害者手帳所持者数（R3.2.28現在）

2,542名（１級：936名、２級：372名）

（65歳以上：1,973名）

療育手帳所持者数（R3.2.28現在）

662名（Ａ級：205名、Ｂ級457名）

① 障がい者支援施設等の設備・人員配置基準等の

確認のための実地指導

② 補助金、負担金の交付

・ 地域生活支援事業等補助金

・ 障害者自立支援給付費県費負担金

・ 障害児通所給付費等県費負担金

・ 障害者医療費県費負担金

〇 生活保護 久慈

被保護世帯数532世帯（R2.12月現在）

（久慈市332世帯、普代村20世帯、野田村21世帯、

洋野町159世帯）

被保護者数632人、保護率11.42‰

二戸

被保護世帯数535世帯（R2.12月現在）

（二戸市259世帯、軽米町74世帯、九戸村41世帯、

一戸町161世帯）

被保護者数661人、保護率12.79‰

※ 県平均10.45‰

① 困窮の程度に応じて必要な生活保護費の支給及

び指導（通年）

・ 生活状況を踏まえて具体的な援助方針を策定（通

年）

・ 就労支援相談員によるきめ細かな就労指導（通

年）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

４ 災害に強い社会基盤を

整えます

(1) 地震・津波対策の推進 【現状と課題】

久慈川以外はR2末で完成するが、久慈川の付帯工

について引き続き進捗を図る必要がある。

○震災により被災した施設

の早期復旧・整備を推進

【重点指標】東日本大震災津波により被災した公

共土木施設の復旧箇所数の割合

◎ 公共土木施設の復旧箇所数の割合（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 98.8 100

実績 95.4 95.4 100

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

➀県管理の公共土木施設の復旧工事の推進 県

・諏訪下、八木：

※進捗率は事業費ベース ♦R2までの進捗率：100％（R2完了済）

（以下、同様） ・米田：

♦R2 までの進捗率：100％（R2完了済）

②防潮堤嵩上げ関係 国 【三陸高潮対策事業】

・二級河川久慈川（久慈市）

津波防御計画高（TP+8.0m）の確保は R2 完了済

み。付帯工（旧橋撤去工、市道付替）について

R3に繰越し引き続き推進。

♦R2 までの進捗率：94％

(R2繰越) 2,643,228千円 国

・二級河川夏井川（久慈市） 【三陸高潮対策事業】

［R2年度完成済］

♦R2 までの進捗率：100％

③港湾・海岸保全施設の復旧・整備関係 国

・野田地区海岸 【海岸高潮対策事業】

            ［R2年度完成済］

♦R2 までの進捗率：100％

○海岸水門等の自動閉鎖化 ・水門・陸閘の自動閉鎖化

◎ 海岸水門等の自動閉鎖化箇所数（工区・累計）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 31 31 … …

実績 0 14 31

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

【津波危機管理対策緊急事業】

綿密な工程調整を図り、自動化工事を推進      

[R2年度完成済]

♦R2 までの進捗率：100％

【取組方向】

久慈川の残る付帯工について、関連工事との綿密
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

な調整を図りながら、早期完成を目指し進める。

(2) 洪水・土砂災害対策、

橋梁耐震化の推進

【現状と課題】

近年全国各地で頻発する洪水・土砂災害に対して

ハード・ソフト両面の多重防護により防災体制の

構築を推進していく必要がある。

○洪水・土砂災害対策の

推進

【重点指標】洪水・土砂災害対策の完了箇所[累計]

◎ 洪水・土砂災害対策の完了箇所（箇所・累計）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 7 8 8 9

実績 5 6 7

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

➀洪水・土砂災害が懸念される地区における河川

改修や砂防施設等の整備を推進 国

【河川事業】 【基幹河川改修事業･広域河川改修事

業】

・馬淵川・安比川（二戸市）

工事工程の適正な管理を図り、河川改修工事（堀

野・門崎）を推進    [R27年度完了予定]

♦R2までの進捗率：30％

(R1事故繰越)

(R2繰越)

(R2補正･繰越)

(R3)

83,572千円

57,670千円

110,000千円

300,000千円

国

国

国

国

・小屋畑川（久慈市）

H28台風第10号、R1台風第19号等で大規模な

浸水被害が発生した小屋畑川について、再度災害

防止のため河道付替などの河川改修を推進

［R3年度新規事業予定］

【基幹河川改修事業（防安交）】

(R3)             300,000千円 国

・沢川（久慈市）

H28台風第10号、R1台風第19号等で大規模な

浸水被害が発生した沢川について、再度災害防止

のため排水ポンプ施設の整備を推進

［R3年度新規事業予定］

【基幹河川改修事業（防安交）】

(R3）            312,000千円 国

【急傾斜地崩壊対策事業】

・浄法寺八幡舘地区（二戸市） 【急傾斜地崩壊対策事業】

工事工程の適正な管理を図り、法面工事を推進

[R3年度完了予定]

♦R2までの進捗率：59％

(R2繰越)

(R3)

142,840千円

0千円

国

国

【砂防事業】

・普代の沢（普代村）

R1台風第19号で大規模な土砂災害被害が発生

した普代の沢について、再度災害防止のため砂防

堰堤の整備を推進

［R2～4年度3箇年債務工事］

♦R2までの進捗率：5％

【通常砂防事業】

(R3)              180,000千円 国
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

②土砂災害警戒区域等の住民への周知と指定の

推進 国 【土砂災害防止対策事業】

・久慈管内：住民説明会の開催及び指定手続きを 久慈管内

※進捗率は箇所数比

推進（211箇所指定予定（久慈）

♦R2までの進捗率：75％（627箇所/全838箇所中）

・二戸管内：住民説明会の開催及び指定手続きを

※進捗率は箇所数比

推進（90箇所指定予定）

♦R2までの進捗率：75％（全909箇所の内684箇

所）          [R4年度完了予定]

○河道掘削の推進
◎ 河道掘削完了箇所（箇所・累計）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 22 30 36 …

実績 7 22 31

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

河道掘削や河川改修を進め、洪水災害に対する

安全度の向上を図る

♦R3年度目標 【基幹河川改修事業】

➀ 久慈地域（7箇所）

小屋畑川、田子内川、宇部川、明内川、安家川、

久慈川、長内川

(R2繰越) 176,826千円 国

② 二戸地域（2河川） 【基幹河川改修事業】加速化対策

馬淵川、瀬月内川（6,000m3） (R2補正･繰越)

(R3)

60,000千円

0千円

国

国

〇施設の老朽化対策の推進

・太田名部防潮堤（普代村）

経年劣化した堤体補修と同時に耐震対策を推進

する。

♦R2までの進捗率：40％

・久慈港諏訪下地区岸壁等（久慈市）

経年劣化した港湾施設（岸壁等）の補修に新規

事業着手する。

【海岸堤防等老

(R2繰越)

(R3)

【湾施施設改良

(R2繰越)

(R3)

朽化対策事業】

300,000千円

（3次補正）

58,000千円

】

414,000千円

（3次補正）

21,000千円

○緊急輸送道路等の橋梁耐

震補強の推進

【現状と課題】

災害が発生した祭の救援物資輸送や救急搬送等に

必要となる、緊急輸送道路等の確実な通行を確保

するため、橋梁の耐震化を推進する必要がある。

◎ 耐震化完了橋梁（橋・累計）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 3 4 … …

実績 0 3 4
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

緊急輸送道路等の橋梁の耐震補強を推進

♦R2年度 4箇所

【道路環境改善事業】

「久慈地域」♦R3年度目標1箇所 道路環境改善事業（橋梁・社総）】

①一般国道281号 長内橋 国

「二戸地域」

(R2繰越)       332,800千円 国

(R3)           0千円 国

【道路環境改善事業（道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ）】

②一般国道395号 猿越橋 国 (R2繰越)     100,000千円 国

(R3)               380,000千円 国

(3) 防災・減災対策の強化 【現状と課題】

令和２年度は感染症予防対策の観点から、津波防

災出前講座は全て中止となった。

○久慈地域の小・中・高校

生等を対象とした津波防

災出前講座を開催

◎ 津波防災出前講座の開催回数（回・累計）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 129 135 141 147

実績 112 135 135

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 E 】

防災意識の向上や災害時の的確な行動を確保 ゼロ予算

するための啓発活動として、津波防災出前講座

を開催

R1実績  ４～６月：３回 ７～９月：９回

♦R3年度目標10回

【取組方向】

令和３年度は、開催方法を工夫するなどにより感染

症予防対策を講じながら開催していくことを検討

する。

○水位計設置
◎ 水位計設置箇所数（箇所・累計）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 2 3 … …

実績 0 2 2

R3年度：川尻川（洋野町）予定

【総合流域防災事業】

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

洪水時に住民が安全で迅速に避難できるよう

水位計の設置を推進

R3年度：川尻川（洋野町）予定 (R3) 20,000千円
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

５ 新しい交通ネットワ

ークを中心に、地域経

済や暮らしを支える社

会基盤を整えます

(1) 物流の効率化を支

える道路、港湾の整備

【現状と課題】

東日本大震災津波の経験を踏まえ、災害時などのおける

確実な緊急輸送や代替機能を確保した道路ネットワーク

の構築を推進していく必要がある。

【重点指標】復興支援道路及び復興関連道路の供用率

◎復興支援道路及び復興関連道路の供用率（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 84.3 100 … …

実績 78.6 82.8 87.3

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

◎ 復興支援道路の供用済延長（ｋｍ）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 4.6 6.1 … …

実績 4.3 4.6 4.6

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

内陸部から三陸沿岸地域へアクセスする道路やイン

ターチェンジへアクセスする道路である復興支援道路

や復復興関連道路を中心とした県が所管する幹線道路

の整備を推進 【地域連携道路整備事業

➀一般国道281号 下川井地区 国 （社総交復興枠）】

※進捗率は事業費ベース

（以下、同様）

R3年度内の早期完成供用を目指す

[R3年度完了予定]

♦R2までの進捗率：70％

②一般国道281号 案内～戸呂町地区 国

道路・トンネル詳細設計の推進

[R9年度完了予定]

♦R2まで路線測量完了

③一般国道395号 阿子木地区 国 新規

路線測量、道路詳細設計の発注・推進

[R10年度完了予定]

(R2繰越)

(R3)

【地域連携道路

(R2繰越)

(R2補正)

【地域連携道路

新規

1,174,395千

円

0千円

整備事業（社総

通常・強靭化】

64,957千円

50,000千円

整備事業

(社総交）通常】

25,000千円

国

国

交）

国

国

国

④一般県道明戸八木線 小田の沢地区 国 【地域連携道路整備事業

洋野町への旧道移管を行い、年度内の事業完了を図る  （社総交復興枠）】

[R3年度完了予定]

♦R2までの進捗率：97％ ※R2.12月供用開始済

(R2繰越)

(R3)

12,200千円

0千円

国

国
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

◎ 県道の供用率（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 27.1 100.0 … …

実績 0.0 0.0 100.0

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

⑤一般県道普代小屋瀬線 上普代地区 国

路線測量、道路詳細設計の推進と一部区間の工事着手

[R6年度完了予定]

♦R2まで地質調査完了

【地域連携道路整備事業

（社総交）広域連携・観光】

(R2繰越)      30,000千円 国

(R2補正)      70,000千円 国

⑥一般県道二戸軽米線 軽米町新町地区 国 【地域連携道路整備事業（防安交）】

道路詳細設計と用地測量・物件調査を推進

[R9年度完了予定]

♦R2までの進捗率：5％

(R2繰越)

(R2補正･繰越)

(R3)

27,863千円

39,425千円

50,000千円

国

国

国

⑦主要地方道二戸五日市線

二戸市柿ノ木平地区 国 新規 【地域連携道路整備事業（防安交）】

道路測量詳細設計の発注・推進

[R12年度完了予定]

♦R2までの進捗率：0％

(R3) 70,000千円 国

【取組方向】

綿密な工程調整を図りながら、計画的に事業を推進し、

早期完成を目指し進める。

(2) 圏域内外の交流拡

大を支える道路の整備

【現状と課題】

県際道路や観光地へ通じる道路など地域間の交流

人口拡大につながる道路の整備を推進する必要が

ある。

◎ 一般県道野田長内線供用率（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 96.7 100.0 … …

実績 79.7 89.3 100.0

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

圏域へのアクセス改善及び県際道路のあい路解消や

県内各地を周遊する観光客の利便性向上を図るための

道路整備を推進 国 【地域連携道路整備事業

➀一般県道野田長内線 小袖～大尻地区 （社総交復興枠）】

道路台帳補正を行い、年度内の事業完了を図る

[R3年度完了予定]

♦R2までの進捗率：96％ ※R3.3月末全線供用開始予定

【取組方向】

綿密な工程調整を図りながら、計画的に事業を推進し、

早期完成を目指し進める。

(R2繰越)

(R3)

159,000千円

0千円

国

国
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(3) 歩道整備の推進 【現状と課題】

全国的に通学中の児童や高齢者が交通事故にあう事例が

多発していることから、児童や高齢者を交通事故から守

るため、歩道整備の推進が必要。

◎ 通学路等における歩道設置延長（ｍ）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 0.0 360 2,253 2,813

実績 0.0 0.0 1,453

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

通学中の児童や高齢者の安全を確保するため、通学路

への歩道設置や交通安全施設等の整備を推進

➀一般国道281号 大川目地区 国 【防災安全交付金（交通安全）】

残区間延長150ｍの歩道設置工事を発注し、年度内の

完成供用を目指す         [R3年度完了予定]

♦R2までの進捗率：86％

(R2繰越)

(R3)

0千円

19,000千円

国

国

②一般国道281号 長内地区 県 【県単交通安全施設整備事業】県

  延長24ｍの歩道設置工事を推進し、年度内の完成供用

を目指す           [R3年度完了予定]

♦R2までの進捗率：65％

(R2繰越)

(R3)

14,000千円

0千円

県

県

③主要地方道八戸大野線 洋野町向田地区 国 【防災安全交付金（交通安全）】

工事工程の適正な管理を図り、歩道設置工事を推進       

[R5年度完了予定]

♦R2までの進捗率：56％

(R2繰越)

(R3)

41,278千円

73,000千円

国

④一般国道395号 久慈市板橋地区 県 【県単交通安全施設整備事業】県

歩道修正設計の早期着手に向けて取り組む

※前年度末に、「広域道の駅」事業との歩道の構造調整

が終了            [R4年度完了予定]

♦R2までの進捗率：20％

(R2繰越)

(R3)

0千円

0千円

県

県

⑤一般国道340号 九戸村長興寺地区 国 新規 【道路環境改善事業（防安）】

歩道詳細設計の発注・推進

[R7年度完了予定]

♦R2までの進捗率：0％

(R3) 5,000千円 国

【取組方向】

綿密な工程調整を図りながら、計画的に事業を推進し、

早期完成を目指し進める。

(4) 都市計画道路整備

の推進

◎ 都市計画道路供用率（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 0.0 13.7 27.4※ 27.4※

実績 0.0 0.0 0.0

※変更13.7％（完了年度をR3からR5に延伸したもの）

快適な生活環境の創出と利便性の向上を目指し、都市
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

計画道路整備を推進するとともに土地区画整理事業を促

進

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

① 都市計画道路荒瀬上田面線

   二戸市岩谷橋地区 国

【都市計画道路整備事業】

・工事工程の適正な管理を図り、床版(1期)･舗装(1期)･

下部工(2期)･上部工製作(2期)工事を推進

・1期施工分の暫定供用を目指す

[R5年度完成予定]

♦R2までの進捗率：66％

(R2繰越)

(R2補正･繰越)

(R3)

(R3)

287,220千円

273,984千円

161,000千円

30,000千円

国

国

国

県

② 都市計画道路上野西法寺線

   一戸町高善寺地区 国

【都市計画道路整備事業】

・用地補償を推進

・排水対策の詳細設計を実施

              [R7年度完成予定]

♦R2までの進捗率：18％

(R2繰越)

(R2補正･繰越)

(R3)

90,653千円

342,867千円

38,641千円

国

国

その他

(5)地域振興プラン以外

久慈・二戸地域「道の日ウォーキング」事業

・道路に対して関心と理解を深めてもらうため、地域の

道を歩き、道にまつわる史跡等を見学する「道の日イ

ベント」を開催

【地域経営推進費】

（R3）        272千円

【国土交通省】

「三陸沿岸道路」

・県内213kmのうち、R2年度までに182km

が開通し、残る管内の25km(野田久慈道

路)、他管内6km(田野畑道路)は、R3年内

までに開通する予定。

「洋野種市ICフルインター化」

・国は、R3年度からフルインター化(事

業継続形状変更)に着手する予定。

【道路：期成同盟会】

「北岩手・北三陸横断道路整備促進期成

同盟会」

・平成30年10月21日同盟会設立。

盛岡市ほか5市9町4村で構成される。

・県は、並行する国道281号との機能の

重複が課題としている。
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(5) 地域公共交通の維持・

確保

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【Ｆ】

★ 新型コロナの影響の状況

コロナにより、公共交通機関の利用が減少して

いる。

◎ 利用促進に向けた会議開催回数（大野線）（回）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 8 8 8 8

実績 10 11 11

１ 市町村やバス事業者と連携し、広域バス路線の

利用促進

・ 大野線担当者等会議

２ 市町村等が行う効率的な地域公共交通体系の構

築支援

・ 三陸鉄道沿線地域等公共交通活性化協議会

・ 三陸鉄道沿線市町村担当者会議（法定協議会）

・ 管内市町村地域公共交通会議

・ IGRいわて銀河鉄道利用促進協議会

(事務局：交通政策室)

・ IGR利用促進に向けた県及び沿線市町村担当者

会議（事務局：交通政策室）

【本庁交通政策室】

・いわて銀河鉄道利用促進協議会負

担金
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

       県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

６ 環境を守り育てる人材

を育成し、多様な主体との

協働を進めながら、良好な

自然環境を守ります

(1) 環境を守り育てる人材

の育成と協働の推進

【現状と課題】

環境保全活動の取組は中高年層が中心であり、若

年層の参加が少ない状況にあることから、小中高校

生の若年層に環境保全活動についての興味を持って

もらう機会の提供が必要。

久慈【持続可能な社会の創り手育成

事業：事業費 310千円】推

二戸【カシオペア連邦環境を守り育

てる若手人材育成事業：事業費 562

千円】推

◎ 研修会等による人材育成数（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 2,400 2,400 2,400 2,400

実績 2,360 2,499 1,088

◎ 中高生を対象とした環境セミナーへの参加学校数

（校）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 3 3 4 4

実績 1 3 1

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・感染状況により、研修会やセミナーの中止・延

期または形式を工夫した開催（リモート講座等）

を想定。

【取組方向】

自然環境を次世代に引き継ぐため、環境業務セミ

ナー等を開催し、環境を守り育てる人材育成を図る

とともに、住民、民間団体との協働による環境保全

を進める。

〇 環境を守り育てる人材の

育成

① 人材の育成

（久慈・二戸）

・水生生物調査の支援（７～９月）

（久慈）

・中高生向けの環境業務セミナー

・水生生物調査指導者養成研修会の開催

（二戸）

・高校生を対象とする県境不法投棄事案の出前授業

の開催（７～12月）

（林務部関係）

・「カシオペアフォレストスクール」の開催
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

       県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

〇 協働の推進 ② 森川海等連携推進

（久慈）

・流域協議会等の開催（７～９月）

・環境講演会及び意見交換会の開催（７～９月）

（二戸）

・流域協議会の開催（３月）

・環境フェスティバルの開催（10～12月）

(2) 良好な水環境の確保 【現状と課題】

公共用水域のBOD 等に環境基準の達成率である環

境基準は、概ね達成しているが、引き続き、良好な

水環境の維持が求められている。

【環境対策費】県単

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

  影響なし

◎ 公共用水域のBOD等の環境基準達成率（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 100 100 100 100

実績 100 100 96.8

【取組方向】

環境保全活動の展開、事業場等の監視指導を実施

することにより、健全な水環境を確保していく。

〇 公共用水域の保全 ① 公共用水域の水質検査

（久慈）河川11水域  14地点、

海域 １水域  ３地点

（二戸）河川７水域 10地点

    湖沼１水域  １地点

〇 排水事業場の監視
◎排水基準適用の事業場における排水基準適合率（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 100 100 100 100

実績 100 100 100

② 水質特定事業場の排出水の水質検査

（久慈）30事業場（延べ）

  （二戸）28事業場（延べ）

③ 浄化槽適正管理の指導（久慈・二戸）（通年）

〇 水生生物調査の普及啓発
◎ 水生生物調査参加者数（人）[累計]

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 500 1,000 1,500 2,000

実績 529 647 1,134
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

       県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

④ 水生生物調査支援

（久慈・二戸）

・小学校における水生生物調査の支援（７～９月）

（久慈）

・水生生物調査指導者養成研修会の開催

久慈【持続可能な社会の創り手育成

事業：事業費 310千円】推

(3) 廃棄物の適正処理の推

進

【現状と課題】

産業廃棄物の不法投棄や不適施処理等の小規模な

不適正事案が散見されるほか、海岸漂着物への対応、

廃棄物の有効活用が課題となっている。また、廃棄

物の３Ｒの普及啓発に取り組むことが必要。

【廃棄物適正処理監視等推進費】

県単

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

  影響なし

◎住民一人１日当たりの家庭系ごみ排出量（ｇ/日）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 540 531 522 513

実績 551 未確定 未確定

◎ 産業廃棄物の適正処理率（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 100 100 100 100

実績 99.6 99.6 99.8

【取組方向】

排出事業者や処理業者に継続的な監視指導、廃棄

物の減量化、有効活用の指導を実施するとともに、

排出事業者説明会を開催し、適正処理を推進する。

〇廃棄物適正処理の推進及

び3Rの推進

（久慈・二戸）

① 産業廃棄物適正処理指導員（産廃Gメン）によ

る排出事業者等の監視指導（久慈・二戸）（通年）

② 産業廃棄物排出事業者等説明会（10月）

③ 関係機関との合同パトロール（通年）

④ 事業者に対する廃棄物の減量化、有効活用等の

指導（通年）

(4) 地球温暖化対策の推進 【現状と課題】

地球温暖化の進行は気候変動を引き起こす原因と

考えられ、省エネルギーなど、県民や事業者等がそ

れぞれ、今できることに取り組んでいくことが求め

られている。

【地球温暖化対策推進費】県単
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

       県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

  影響なし

◎ 地球温暖化を防ごう隊の参加学校数（校）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 5 6 7 8

実績 4 6 5

【取組方向】

地球温暖化対策を推進するため、事業所のエコス

タッフを養成するとともに、小学校の「地球温暖化

を防ごう隊」参加を促進し、子供たちの温暖化に関

する意識を高めていく。

〇 地球温暖化防止普及啓発 （久慈・二戸）

① 地球温暖化を防ごう隊への参加呼びかけ（PR）

（久慈）

② エコスタッフ養成セミナーの開催

（久慈・二戸）

③ 地球環境にやさしい事業所の登録への普及啓発

(5) 青森県境産業廃棄物不

法投棄事案への対応

【現状と課題】

投棄された廃棄物の撤去は完了したが、原状回復

に向け、汚染された土壌等の浄化対策を 2022 年度

までに完了する予定としており、引き続き、周辺環

境のモニタリングや地域住民への情報提供等を行

うことが必要。

【県境不法投棄現場環境再生事業

費】

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

  影響なし

◎ 環境モンタリング実施回数（回）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 10 10 10 10

実績 10 10 10

【取組方向】

引き続き不法投棄現場及び周辺地域の環境モニタ

リングを実施するとともに、「県境産廃いわてだよ

り」を発行して地域住民に情報提供する。

〇青森県境産業廃棄物不法

投棄事案への対応

（二戸）

① 環境モニタリングの実施（水質10回/年、通年）

② 「県境産廃だより」の発行 （２～４回、通年）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

       県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(6) 人と動物が共生する社

会の実現

【現状と課題】

飼い主が動物を適正に飼養し、動物の存在が地域

の人々に受け入れられるよう、人と動物が共存する

社会づくりに努めることが必要。

【県北地域における動物愛護思想普

及啓発事業 事業費：513千円】推

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・感染状況により、講習会等の中止・延期または

形式を工夫した開催（リモート研修等）を想定。

◎ 動物愛護普及啓発行事の開催回数（回）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 4 4 4 4

実績 1 4 2

【取組方向】

飼い主が動物を適正飼養するよう、引き続き適正

飼養講習会（犬のしつけ方教室）等を開催し、人と

動物が共生する社会づくりを進める。

〇 動物愛護・適正飼養の推

進

（久慈・二戸）

① 譲渡の推進

・犬、ねこの譲渡の推進（通年）

  譲渡会の開催（二戸 年3回）

・迷子犬の所有者探し（ＨＰの活用等）（通年）

【動物愛護管理推進事業費】

【県北地域における動物愛護思想普

及啓発事業 事業費：513千円】推

② 動物愛護管理普及啓発

（久慈・二戸）

・動物愛護週間関連行事の開催（９月）

・適正飼養講習会（犬のしつけ教室）（久慈、二戸

各年４回）

・動物飼養ボランティアの募集、活用（通年）

・災害時のペット同行避難訓練（久慈 秋、二戸

調整中）

【県北地域における動物愛護思想普

及啓発事業 事業費：513千円】推

(7)地域振興プラン以外

○食の安全・安心を支える体

制の整備

○安全な医薬品等の供給・使

用の推進

〇献血の推進

（久慈・二戸）

① 食の安全・安心に関する指導監視・講習会の開

催（通年）

① 薬局・医薬品販売業者等に関する指導監視

（通年）

② 薬物乱用防止の普及啓発（通年）

① 輸血用血液の確保（通年）

② 献血思想の普及啓発（通年）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

       県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

○生活衛生・水道の安全・安

心の確保

○自然保護の推進

○岩石・砂利採取の災害防止

の推進

① 生活衛生営業施設に関する許認可、指導監視（通

年）

② 水道施設に関する指導監視（通年）

① 温泉利用施設の監視指導（通年）

② 狩猟者登録及び狩猟期間における狩猟パトロー

ル、鳥獣特別捕獲許可（10月～3月）

③ 幼傷病野生鳥獣の保護（通年）

① 岩石・砂利採取施設の認可・巡視指導（通年）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

７ 豊富な再生可能エネル

ギー資源を生かした持続

可能な地域づくりに取り

組みます

◎ 再生可能エネルギー導入による発電力（出力）（kw）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 276,700 278,400 280,100 281,800

実績 273,258 295,510 399,286

【国の動向】

〇R2.10.26

首相が 2050 年国内温室効果ガ

ス排出実質ゼロを表明

〇R2.12.25

2050 年の脱炭素社会に向けた

「グリーン成長戦略」を発表

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

(1) 太陽光、風力、バイオ

マスなどの再生可能エネル

ギーの導入の促進

【現状と課題】

・管内では、メガソーラーの設置（軽米町、洋野町）

や洋上風力発電の調査（久慈市、洋野町）、バイオマ

スの利用（久慈市、軽米町、野田村、一戸町）など

の取組が進められている。

・振興局では、平成 30 年度に管内市町村・企業を

対象とした再エネ勉強会や再エネ企業等視察会を開

催したほか、県本庁では、再生可能エネルギー等立

地促進資金貸付金事業や地元企業が再生可能エネル

ギーを導入する際の低利融資等を行ってきた。

・一方、再生可能エネルギーの導入をより一層進め

ていく上で、送電網の増強が不可欠であり、これま

でも機会を捉えて、国に要望を行っていくこととし

ている。（本庁）

【管内での関連した動き】

〇R2.12.24

平沢復興大臣が久慈市訪問の際、

久慈市長から「再生可能エネルギー

普及に向けた送電網の強化」を要望

〇R3久慈市当初予算

浮体式洋上風力発電導入に向けた

環境調査 89,990千円

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

◎ 再生可能エネルギー導入に係る講演会の参加人数

（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 50 50 50 50

実績 - 308 1013

【取組方向】

① 北岩手循環共生圏の取組について、再生可能エネ

ルギーの供給や物産を通じた交流を引き続き支

援する。

② 北岩手循環共生圏の取組と連携しながら、再生可

能エネルギーを生かした地域づくりに関する関

係機関による勉強会や、住民コンセンサスの形成

に向けた講演会を開催する。

③ 再生可能エネルギー資源を生かした地域づくり

に向け、振興局も会員となっている地域活性エネ

ルギーリンク協議会等と連携しながら取組を進

める。

④ 送電網の強化について、市町村や事業者との意見

【本庁】

〇再生可能エネルギー導入促進事業

（環境生活部環境生活企画室）

・地域に根ざした再生可能エネルギ

ーの普及に向けた事業者、県民へ

の理解促進や自治体又は国等との

協議、調整等 1,144千円

・自立・分散型エネルギー供給シス

テムの構築に向けた取組支援

5,057千円

・被災家屋・事業所等における太陽

光発電導入経費の一部を支援

14,465千円
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

交換なども行いながら、課題解決に向け、国への

働きかけを継続していく（本庁）。 〇水素利活用による再生可能エネル

ギー推進事業費（環境生活部環境生

活企画室）

・再エネ由来水素利活用に向けた調

査 7,160千円

・水素利活用モデル実証事業導入の

ための市町村支援等 34千円

・水素ST導入等に係る機運醸成及び

具体的検討の加速化 137千円

・県民向け普及啓発活動の充実、市

町村・事業者向け先進地視察会の

開催、国や他県との連携

2,468千円

１ 北いわて再エネ広域連携推進事業

「北岩手循環共生圏」の取組に県北広域振興局も

オブザーバーとして参加し、再生可能エネルギー

の供給や物産を通じた交流を支援するほか、再生

可能エネルギーの取組に関する共生圏の合意形成

が円滑に促進されるよう勉強会の開催等を支援す

る。また併せて、地域活性エネルギーリンク協議

会等との活動と連携等を行う。

【北いわて再エネ広域連携推進事
業：573千円】推

(1) 再生可能エネルギーの供給や物産を通じた交

流の支援

・ 北岩手循環共生圏のシンポジウムの開催

(2) 再生可能エネルギーの理解促進

・ 県と「北岩手循環共生圏」９市町村の勉強会

の開催（年４回）

・ 地域活性エネルギーリンク協議会の活動への

参加（ｗｅｂセミナー）

(2) 再生可能エネルギーの

利活用の促進

【現状と課題】

・平成 31 年２月、県北管内８市町村と葛巻町の９

市町村が、2050 年二酸化炭素排出量実質ゼロに向け

て取り組んでいる横浜市と「再生可能エネルギーの

活用を通じた連携協定」を締結した。

・令和元年12 月には、９市町村長が合同で「2050 年

二酸化炭素排出量実質ゼロ」宣言を行い、令和２年

２月、脱炭素社会の実現と経済活性化の両立を目指

し、互いに資源を補完し合いながら、将来も持続可

能な地域を構築することを目的とした「北岩手循環

共生圏」を結成した。

・北岩手循環共生圏の取組は、地域振興プランの方

向性に合致していることから、令和元年度及び２年

度、その取組を支援してきたが、令和３年度以降の

北岩手循環共生圏の取組の方向性が定まっていない
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

ことから、構成市町村の意見を聴きながら、令和３

年度以降の支援の在り方を検討する必要がある。

・国の地域経済循環分析によると、県北圏域では、

エネルギー代金として223 億円が域外に流出してい

るとされていることから、再生可能エネルギーを活

用して地域経済循環の確立に繋げていくことが重要

である。県北圏域は、豊富な森林資源を有している

ほか、ブロイラー産業の集積地でもあることから、

未利用間伐材や鶏糞等の有効利用を進め、バイオマ

スを燃料とした安定的な地域熱供給の可能性につい

て検討していく必要がある。

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

◎ 再生可能エネルギーの利活用に係る推進協議会等の

開催回数（回）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 2 2 2 2

実績 - 2 2

【取組方向】

（再掲）

※ ７(1)「太陽光、風力、バイオマスなどの再生可

能エネルギーの導入の促進」を参照のこと

１ 北いわて再エネ広域連携推進事業

（再掲）

※ ７(1)「太陽光、風力、バイオマスなどの再生可

能エネルギーの導入の促進」を参照のこと

(3) 再生可能エネルギーを

生かした地域づくり

【現状と課題】

（再掲）

※ ７(2)「再生可能エネルギーの利活用の促進」を

参照のこと

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

◎再生可能エネルギー導入に係る講演会の参加人数

（人）（再掲）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 50 50 50 50

実績 - 308 1013

【取組方向】

（再掲）

※ ７(1)「太陽光、風力、バイオマスなどの再生可

能エネルギーの導入の促進」を参照のこと

１ 北いわて再エネ広域連携推進事業
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

（再掲）

※ ７(1)「太陽光、風力、バイオマスなどの再生可

能エネルギーの導入の促進」を参照のこと
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

８ 北いわての農畜産物の

ブランドを確立し、多様

なスタイルでいきいきと

暮らせる農村をつくりま

す ■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 当初は花きの売上減や肉用牛の価格下落があり、肉用牛

は夏場以降持ち直したが、一定の影響はある見込み

◎農畜産物の販売額（億円）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 872 880 888 896

実績 839 749 未確定

(1) 経営感覚に優れた経営

体や新規就農者等の確

保・育成

【現状と課題】

農業経営体が減少しており、産地をけん引する経営

感覚に優れた経営体を着実に育成していく必要があ

る。

■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 肉用牛の価格下落があったが、肉用牛は夏場以降持ち

直す等により影響は限定的である見込み

【取組方向】

先導的な経営体の規模拡大を進めるため、経営体の

個別の課題解決に向けて、技術・経営の指導や農業機

械・施設の導入支援を行います。

◎農畜産物販売額１千万円以上の経営体数（経営体）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 563 571 579 587

実績 547 535 未確定

○ 大規模経営体など先導

的な経営体の発展支援

① 先導的経営体の育成

・ 重点的に指導する経営体の目標達成に向けた実

践支援（久慈：27経営体、二戸：16経営体）

・ 市町村等現地支援チームの連携強化（チーム会

議３回、久慈）

・ カイゼン塾の開催（二戸、年４回） 【農林水産業経営力向上支援「カ

イゼン塾」事業：事業費819千円】

推・新規

○ 地域農業マスタープラ

ン等に基づく担い手育成

① プラン実質化に向けた取組支援

・ プランの実質化支援（九戸村、～12月）

② 実質化したプランの実践支援

・ プラン実践に向けた市町村チーム活動支援

③ 認定農業者の確保・育成

・ 中心経営体の認定農業者への誘導と、農業経営

改善計画作成・見直し、単年度計画を活用した指

導（随時）

・ 経営能力向上支援研修会（久慈：1月） 【久慈地方農業農村活性化推進協
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

・ 園芸栽培へのICT技術等新技術導入への支援（２

経営体）

議会事業】その他（協議会）

【農業担い手チャレンジ支援事

業：事業費546千円】推（協議会）

④ 労働力確保体制の支援（二戸）

・ 園芸分野を中心とした労働力確保支援

⑤ 集落営農組織の法人化支援（二戸）

ア 川又地区営農組合

イ 安比川水利組合

ウ 山内営農組合

○ 新規就農者の受入体制

の充実と経営発展の支援

【現状と課題】

農業経営体が減少しており、継続的に新規就農者を

確保し育成する必要がある。

■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 無い見込み

【取組方向】

関係機関・団体と連携した就農相談会の定期的な開

催や、新規就農者の発展段階に応じた生産技術や経営

能力の向上に向けて巡回指導等を行います。

◎新規就農者数（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 40 40 40 40

実績 35 51 未確定

① 新規就農者の受入体制の充実

・ 就農相談会の定期開催（久慈、二戸）

・ 青年等就農計画策定支援（随時）

【地方協議会事業】その他（協議

会）

② 新規就農者の発展段階に応じた支援

・ 農業次世代人材投資事業による就農者支援 29

名（久慈８名、二戸21名）

・ 経営研修会（久慈：１月、二戸：年３回）

・ 新規就農者研修（農大主催、11～２月、県北研）

・ シニア世代の品目導入等への支援（２経営体）

【農業次世代人材投資事業】国（市

町村）

【地方協議会事業】その他（協議

会）

【本庁農業普及技術課】未来を育

む県北農業ステップアップ事業費

（研修会の開催）

【農業担い手チャレンジ支援事

業：事業費546千円】推（協議会）

○ 女性農業者など多様な

担い手の取組促進

① 女性農業者の経営参画の推進

・ 家族経営協定の推進（久慈、二戸）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(2) 営農の効率化等に向け

た基盤整備や農地の集

積・集約化

【現状と課題】

基盤整備地区では、集落営農組織や担い手の経営確

立に向け、農地の集積・集約化が進み、高収益品目の

導入等も行われている。

■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 無し

【取組方向】

農業経営体の生産性向上のため、引き続き、農地の

整備を推進します。

◎水田整備面積（ha）〔累計〕

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 268 317 332 360

実績 213 258 312

○ 生産基盤の整備（水田

整備の円滑な推進）

① 実施地区の事業推進

ア 林郷下地区（洋野町）〔H29～R4〕

・ 暗渠排水4.9ha(累計11.7ha/11.7ha)

（R3.9～R4.5）（前年度仕上げ１式、R3新規工事）

・ 取水工１式（R3.6～R4.5)

・ 補完工１式（R3.10～R4.5）

イ 泉沢・中平地区（野田村）〔H30～R5〕

・ 取水工１式（R3.1～R3.6）

・ ほ場整備9.6ha（累計19.5ha/19.5ha）

（R3.7～R4.6）

・ 暗渠排水9.4ha（累計9.4ha/9.4ha）

（R3.9～R4.5）

ウ 川又地区（二戸市）〔H24～R4〕

・ 暗渠排水9ha（累計40ha/41ha）（R3.9～R4.6）

・ 補完工１式（R2.12～R4.6）

（前年度仕上げ１式、R3新規工事）

エ 鳥海地区（一戸町）〔H24～R5〕

・ 暗渠排水12ha（累計85ha/90ha）（R2.9～R4.6）

（前年度仕上げ１式、R3新規工事）

・ 補完工１式（R3.1～R4.5）

（前年度仕上げ１式、R3新規工事）

【経営体育成基盤整備事業】国

オ 福田地区（二戸市）〔H31～R6〕

・ 幹線用水路工0.8km（R3.9～R4.6）

カ 山内地区（二戸市）〔H31～R6〕

・ ほ場整備3ha（累計3ha/24ha）（R3.6～R3.11）

・ 橋梁工１式（R3.9～R4.5）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

② 実施希望地区の合意形成促進

ア 姉帯地区、駒木地区（一戸町）、小軽米地区（軽

米町）

・ 調査事業の開始に向けた合意形成支援（姉帯地

区、駒木地区）（随時）

・ 地元協議会の活動支援（小軽米地区）（随時）

○ 生産基盤の整備（畑地

かんがい施設整備の計画

的な推進）

【現状と課題】

畑地かんがい地区では、かん水により、レタス、り

んご、おうとう等の生産が安定しており、畑かん用水

の利用拡大に向けて普及啓発する必要がある。

■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 無し

【取組方向】

農業経営体の生産性向上のため、引き続き、畑地か

んがい施設の整備を推進します。

◎畑地かんがい面積（ha）〔累計〕

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 1,415 1,426 1,437 1,447

実績 1,281 1,410 1,428

① 実施地区の工事推進

ア 穴牛・村松・谷地地区（二戸市）〔H28～R4〕

・ 農道工1,650m（R2.10～R4.6）

(前年度仕上げ１式、R3新規工事）"

（前年度仕上げ１式、R3新規工事）

・ ファームポンド１基（R3.8～R4.6）

・ 給水施設14ha（43/49ha）（R3.9～R4.6）

【畑地帯総合整備事業】国

② 畑かん用水の利用促進に向けた取り組み（二戸市、

一戸町、軽米町）

・ さくらんぼウルミ果対策調査（６月～7月）

・ JA主導の指導会、研修会等の場を活用し、より

多くの農家へ畑かん効果をPR（随時）

・ 役場ホール等でのパネル展示によるPR（随時）

③ 国営事業関連地区の合意形成促進

ア 外山、新田野地区（二戸市）

・ 個別給水栓を希望する農家及びその周辺農家

の農地集積の意向確認（随時）

イ 野々上、仁左平、大子、作ヶ久保、夏間木、下斗

米、十文字、海上（二戸市）、軽米第一地区（軽米

町）

・ 地区全体の畑かん用水の普及啓発を推進（随時）

ウ 名子根地区、西奥中山地区及び一戸第三地区（一

【本庁農村計画課】土地改良事業

調査費（調査費用）県
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

戸町）

・ 畜産農家を中心にかん水利用の意向確認（随時）

エ 軽米第一地区

・ 地区全体の畑かん用水の普及啓発を促進（随時）

○ 農地中間管理事業等に

よる農地の集積・集約化

① 担い手への農地集積・集約化

・ ほ場整備地区の農地集積・集約の促進

（洋野町林郷下地区、野田村泉沢・中平地区、

一戸町鳥海地区［(農)鳥海ファーム］）

・ 機構集積協力金による農地集積の促進

【経営体育成基盤整備事業】国

【機構集積協力金交付事業】国（市

町村）

○ 経営発展に向けた施設

整備や機械導入

① 畜産経営体の生産基盤強化

・ ブロイラー鶏舎整備支援(久慈市)

・ 搾乳牛舎整備（九戸村）やブロイラー鶏舎整備

（軽米町）に係る事業計画等作成支援

・ 機械導入に向けた畜産クラスター協議会の指

導支援(久慈：JA単位、二戸：市町村等単位5)

【畜産・酪農収益力強化整備等特

別対策事業】国

② 公共牧場等の生産基盤整備

・ 畜舎等敷地整備支援(洋野町)

・ 堆肥センター設備改修支援(久慈市)

【農業競争力強化基盤整備事業

（草地畜産基盤整備事業）】国、

【農山漁村地域整備交付金（畜産

環境総合整備事業(資源循環リサ

イクル事業)ストックマネジメン

ト事業）】国

③ 担い手農家等の生産基盤整備

・ 担い手農家等の経営向上支援

・ 共同利用施設の整備支援（軽米町：ライスセン

ター）

【いわて地域農業マスタープラン

実践支援事業】県（市町村）

【強い農業・担い手づくり総合支

援交付金】国

(3) 高度な生産技術や安

全・安心を確保する取組

等の導入・普及

○ 米、園芸、雑穀等の生

産性向上や新技術等の導

入

【現状と課題】

機械化等による省力化・低コスト化が進展していま

すが、労働力不足等に対応するため、一層の生産性・

収益性を向上する必要がある。

※現状値（2017）を100として各品目の値を平均したもの

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・無し

【取組方向】

きゅうりやほうれんそう等の園芸品目や、甘茶等の

地域特産物等の生産性向上技術を実証・普及します。

◎園芸主要品目の経営体当たり出荷量※（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 102 105 106 109

実績 100 110 未確定
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

①水稲の生産性向上（二戸）

ア 主食用米の単収向上

・ モデル経営体を対象とした技術指導（４～

11月）

イ 酒米の収量・品質の確保

・ 栄養診断と追肥指導（７月）

・ 収量・品質の評価と栽培法の改善提案（11～

３月）

② 地域協働による園芸産地力強化（二戸）

・ 地域重点品目の生産拡大に向けた取組支援

・ 産地拡大実践プラン単年度計画の策定・実践

支援

・ 労働力確保対策の取組推進

③ 野菜の生産性向上

ア ほうれんそう（久慈）

・ 夏期の収量向上技術として期待される加湿制

御技術実証（久慈市、普代村）新規

・ 機械化一貫体系モデルの検討・提示

・ 品種比較試験圃（夏期・寒じめ）の設置支援

【ほうれんそう夏期収量アップチ

ャレンジ事業：事業費 932 千円】

推・新規

【久慈地方農業農村活性化推進協

議会事業】その他（協議会）

イ 菌床しいたけ（久慈）

・ 種菌メーカーと連携した技術巡回指導（毎月）

ウ きゅうり・トマト（二戸）

・ 環境制御モデル実証（きゅうり：二戸市、トマ

ト：一戸町）、勉強会

【県庁農業普及技術課】スマート

農業総合推進対策事業（データ駆

動型農業の実践体制づくり支援）

エ レタス（二戸）

・ スマート農業技術現地利用支援

【県庁農業普及技術課】北いわて

スマート農業プラットフォーム創

造事業（技術実証の実施）

オ アスパラガス（久慈）

・ 空きハウスを活用したアスパラガス半促成栽

培実証（洋野町）新規

【アスパラガス半促成栽培実証事

業：事業費183千円】推・新規

④ 果樹の生産性向上（二戸）

・ りんご「はるか」品質向上技術の周知（７月）

・ おうとうのウルミ果対策実証（６～７月）

⑤ 花きの生産性向上（二戸）

・ りんどう優良品種への新植支援

【高単価りんどう品種作付転換支

援事業】県（市町村）

⑥ 雑穀の生産拡大（二戸）

・ 育苗技術指導、苗供給体制整備支援

⑦ 甘茶の出荷量の拡大（二戸）

・ 単収向上に向けた栽培マニュアルの作成

・ 規模拡大に向けた早期成園化技術（大苗移植）

及び省力栽培技術（リビングマルチによる除草対

策）の確立

【日本一の「甘茶」生産量拡大作

戦！展開事業：事業費 226 千円】

推
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

○ 酪農、肉用牛のコスト

低減や新技術等の導入

【現状と課題】

１戸あたりの飼養頭数が増加しており、収益性の向

上に向けて分娩間隔の短縮が必要である。

■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 無し

【取組方向】

分娩間隔の短縮のための飼養管理指導や、子牛市場

上場前の巡回指導等により和牛繁殖農家の生産性向上

を支援します。

◎繁殖牛の平均分娩間隔（日）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 411 408 405 402

実績 417 413 未確定

① 肉用牛経営の生産性向上と経営の安定化

ア 繁殖雌牛の飼養管理改善指導

・ 分娩間隔短縮に向けた巡回指導(毎月、久慈３経

営体、二戸10経営体)

・ 優良繁殖雌牛の導入支援

イ 和牛子牛の飼養管理技術指導

・ 肉用牛サポートチームによる定期巡回(久慈４経

営体、二戸10経営体)

・ モニタリングによる発育向上支援

ウ 短角牛の生産性向上対策（久慈）

・ 自給粗飼料を使わない新たな肥育飼養体系の

確立（１経営体３頭)

【短角牛肥育経営新規就農モデル

実証事業：事業費668千円】推

【現状と課題】

1 戸当たりの飼養頭数と経産牛１頭当たり乳量が増

加しており、経営の安定化に向けて飼養管理の徹底や

外部支援組織の活用が必要である。

■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 無し

【取組方向】

乳質改善に向けた生産管理指導や外部支援組織の機

能強化等の支援を行います。

◎経産牛１頭当たり出荷乳量（kg）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 8,690 8,710 8,730 8,750

実績 8,640 8,824 未確定
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

② 酪農における生産性向上と経営の安定化

・ ミルキングシステム診断及び生産管理チェック

シートを活用した改善指導

・ 生産管理精度向上支援（久慈５経営体）

・ 酪農の郷サポートチームによる巡回指導

・ 乳牛モニタリングによる飼養管理改善指導

③ 外部支援組織の機能強化と自給飼料の生産性向

上

・ 公共牧場の放牧管理システムの運用支援（久

慈市）

・ 自給粗飼料の肥培管理支援（洋野ＴＭＲセン

ター）

・ 公共牧場の運営支援（九戸村）

・ TMRセンターの運営支援及び飼料安定生産支

援（一戸町）

【いわてスマート共同放牧場実践

支援事業】県(久慈市)

○ 高品質かつ安全・安心

な農畜産物の生産の推進

【現状と課題】

ＧＡＰ認証取得組織数は、園芸を中心に増加してい

るが、実需者ニーズに応じるため生産者に対して一層

の普及定着や啓発の必要がある。

■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 無し

【取組方向】

レタス生産者組織の国際水準ＧＡＰの継続取得や、

県版ＧＡＰ等の取組を推進します。

◎ＧＡＰの認証取得等組織数（経営体・団体）〔累計〕

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 3 10 13 16

実績 0 9 9

① 園芸等におけるＧＡＰの普及定着支援

・ 県版ＧＡＰの取組拡大支援（久慈）

・ ＧＡＰ取組研修会開催（二戸）

・ 認証継続に向けた取組支援（二戸）

② 畜産におけるＧＡＰ・ＨＡＣＣＰ普及啓発活動

・ 生産者巡回等でのＧＡＰ情報の提供（久慈）

・ 農場ＨＡＣＣＰ認証取得に向けた取組支援

（二戸）

(4) 県北圏域ならではの農

畜産物の新たな販路の開

拓等の促進

【現状と課題】

りんご「冬恋」や「いわて短角牛」など、県北地域

ならではの高品質な農畜産物の知名度向上や消費拡大

の取組によりブランド化が期待されている。

※県北圏域ならではの農畜産物の

販売額は、①日本短角種（牛）、

②冬恋（りんご）、③山ぶどう、

④雑穀の販売額の合計
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 無し

【取組方向】

新たなブランド果物の育成や地域特産物の安定生

産・販路拡大を支援します。

◎県北圏域ならではの農畜産物の販売額（百万円）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 433 438 442 448

実績 404 512 未確定

○ ニーズに応じた販路開

拓やブランド化等の支援

① 新たなブランド果物の育成（二戸）

・ りんご有望品種選抜支援

・ りんご「はるか」品質向上技術の周知（７月）

（再掲）

・ ぶどう栽培講習会の開催

【北いわて農産物魅力発信事業

（ICT を活用した産地体験）：事

業費154千円】広

② 山ぶどうの生産安定・販路拡大（久慈）

・ 栽培技術習得支援と適正な栽培管理の推進

・ 高位安定生産技術導入による単収向上

③ 雑穀の産地力強化（二戸）

・ 雑穀生産振興の課題整理と推進方針策定支援

【二戸地方農林水産振興協議会】

その他（協議会）

④ 短角牛の販路拡大（久慈）

・ 肉質均一化による販路拡大に向けた計画作成支

援

・ ガストロノミー国際会議2021等でのPR支援（随

時）

【久慈市】山村活性化対策支援交

付金国

(5) 地域ぐるみの活動を通

じた魅力ある農村づくり

や交流の推進

○ 直接支払などを活用し

た景観・施設の保全や荒

廃農地の発生防止等の活

動促進

【現状と課題】

農村地域の人口減少や高齢化の進行等により、地域

の活力低下や農村の持つ多面的機能の低下が懸念され

ており、農村景観や農用地・水路等の地域資源の維持

保全等に地域ぐるみで取り組む必要がある。

■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 無し

【取組方向】

農地の荒廃等を防止し、農村地域の景観・施設を保

全します。

◎農地等保全活動協定面積（ha）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 4,620 4,670 4,720 4,770

実績 4,550 4,930 未確定

※農地等保全活動協定面積は、①

多面的機能支払と②中山間地域等

直接支払及び③環境保全型直接支

払の合計（重複分を除く）

① 多面的機能支払

ア 継続地区

【多面的機能支払交付金】国（市

町村）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

・ 保全活動、事務処理の指導

・ ５年経過地区の継続計画再認定支援

イ 新規地区

・ 新規地区掘起しのため広報活動の実施

② 中山間地域等直接支払

・ 取組継続に向けた協定集落等の支援 ７市町村

（久慈３、二戸４）

・ 新規協定の掘り起し（通年）

【中山間地域等直接支払交付金】

国（市町村）

③ 環境保全型直接支払

・ 取組継続に向けた農業者、市町村への助言・

指導

【環境保全型直接支払交付金】国

（市町村）

④ 「いわて農業農村活性化地域ビジョン」の策定支援

・ 地域ぐるみ活動の支援（２地域）

・ 地域づくり研修会（12月、久慈）

【魅力ある農業農村づくり活動支

援事業】推・新規、【いわて中山

間いきいき暮らし活動支援事業】

県（住民団体）

⑤ 地域の実情に応じた簡易な基盤整備

・ 普代地区（畑の湧水処理2.2km）（久慈）

・ 新規５地区（九戸村2、一戸町3）の円滑な事業実施

を支援（暗渠排水2ha、湧水処理4km）（二戸）

【いきいき農村基盤整備事業】県
（市町村等）

○ 地域資源を活用した魅

力発信やファン拡大

【現状と課題】

一戸町御所野遺跡の世界遺産登録を見据え、御所野

遺跡を中心とした二戸地域への観光客の増加が見込ま

れるため、県北圏域の魅力発信が必要である。

■ 新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 農林漁家レストランの利用客減少や教育旅行の中止に

より一定程度の影響がある見込み

【取組方向】

地域資源を活用した活動等を発信し、都市部との交

流を推進します。

◎グリーン・ツーリズム交流人口（人回）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 38,400 38,800 39,200 39,600

実績 37,668 116,630 未確定

① グリーン・ツーリズムの促進（久慈）

・ 体験型教育旅行の受入などの情報発信
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

② 産地直売所の販売額向上支援

・ 重点３産直の課題解決支援（久慈）

・ 久慈地域産直連絡協議会の取組支援

（野菜栽培研修会、スタンプラリー）

・ 食品衛生法改正に係る研修会開催支援（６月、

久慈地域産直連絡協議会）

・ 先進地事例調査（青森県是川遺跡等）（二戸、

７月）

・ 縄文の統一コンセプトを持った商品開発研修

の開催（年２回）（二戸）

・ 接客スキル等向上研修会の開催（継続３産直、

新規２産直）（二戸）

【御所野遺跡等をテーマにした産

直の商品開発等支援事業：事業費

1,173千円】推

③ ６次産業化の発展段階に応じた支援（久慈）

・ 相談窓口の設置継続と個別相談（随時）

④ 特色ある産地の情報発信（二戸）

・ ブランド果物の動画等を活用した魅力ある

産地の情報発信

【北いわて農産物魅力発信事業

（動画等による産地の魅力発

信）：事業費3,275千円】広

⑤ 食の多様化に向けた生産支援等（二戸）

・ フードダイバーシティセミナー（実践編）の

開催（９月）

・ 地域食材活用研修会（ヴィーガンメニュー試

食会等）の開催（９月）

・ 専門家による個別相談支援

・ 県北地域、県全域での取組に向けた商工観光

分野との協議

【北いわて農産物魅力発信事業

（食の多様性に対応した産地づく

り）：事業費362千円】広

【フードダイバーシティ支援事

業：事業費602千円】推

【産業経済交流課】北いわて産業

デザイン力向上プロジェクト事業

（フォーラムの開催）

【二戸市】観光地づくり推進事業

（にのへ型テロワールによる稼ぐ

観光地づくりを推進）

⑥ 郷土食の伝承活動の推進

・ 食の匠の掘り起し（随時）

・ 消費者や高校生を対象とした郷土料理伝承会

開催（久慈６回）

・ 食の匠による郷土料理の伝承活動への支援（二

戸）

【久慈地方農業農村活性化推進協

議会事業】その他（協議会）・継

続

○ 鳥獣被害防止対策の推

進

① 鳥獣被害防止対策の推進

・ 県北圏域鳥獣被害防止対策連絡会合同研修会

の開催(７月)

・ 市町村鳥獣被害防止計画の目標達成支援（８

市町村）

・ 市町村鳥獣被害防止計画の更新支援（久慈市、

二戸市）

【鳥獣被害防止総合対策交付金】

国（市町村協議会）･
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

・ 岩手県鳥獣被害防止総合支援事業実施に向け

た支援(洋野町、一戸町、九戸村)

(6)地域振興プラン以外

○ 農地法、農振法の適正

な運用

① 農地法４条、５条に基づく転用許可事務（８市町

村、随時）

② 違反転用解消事務（軽米町、洋野町）

③ 市町村農業振興地域整備計画の見直し事務

・ 定期見直し（久慈市、野田村、軽米町）

・ 随時見直し（５市町村、随時）

○ 自作農財産の管理 ① 自作農財産の調査及び管理（89筆）

② 財務立会（３月、野田村６筆）

③ 測量に向けた準備（久慈市、二戸市、洋野町）

○ 卸売市場の認可等事務 ① 新規・変更（随時）

② 事業報告書の受理（６月、６市場）

○ 農業協同組合法に基づ

く許認可等事務

① 新規・変更（随時）

② 業務報告書の受理（専門農協・連合会13団体、農

事組合法人10法人）

○ 家畜改良増殖法の適正

な運用

① 家畜人工授精師免許交付（８市町村、随時）

② 家畜人工授精所の開設許可・運用実績確認（８市

町村、随時）

○ 肥料の品質の確保等に

関する法律の適正な運用

① 肥料販売業務開始届・廃止届（８市町村、随時）

② 特殊肥料生産業者届・廃止届（８市町村、随時）

○ 養蜂振興法の適正な運

用

① 蜜蜂飼育（変更）届（年１回）

② 蜜蜂転飼許可事務（年１回）

○ 農業委員会の運営及び

活動支援

① 補助金を活用した組織運営支援（８市町村）

② 委員報酬の補助（７市町村）

【農業委員会補助金】国（市町村）

【農地利用最適化交付金】国（市

町村）

○ 農業制度資金による経

営安定化

① 農業近代化資金・農家経営負担軽減支援資金利子

補給（融資機関、７月・２月）

② 農業経営基盤強化資金利子補給補助（８市町村、

２月）

【農業近代化資金利子補給事業】

県（融資機関)

【農業経営基盤強化資金利子補給

補助事業】県（市町村)

○ 地産地消・食育支援 ① ふるさと食品認証の交付事務

○ 放射性物質対策に関す

ること

① 牛の出荷に係る放射性物質濃度算定業務（随時）

② 原乳の放射性物質検査（一戸町、月１回）

③ そば・雑穀類の放射性物質検査（久慈市、洋野町、

二戸市、軽米町、一戸町 年1回）

○ 県有農業用ダムの管理 ① 普代ダム、大野ダム、瀬月内ダム、雪谷川防災ダ

ムの管理（通年）

○ 海岸保全施設の管理 ① 野田農地海岸（堤防、陸閘、水門）の管理（通年）

○ 旧久慈農村整備事務所

の解体

① 旧久慈農村整備事務所の解体工事（１～３月）

○ 鳥インフルエンザ等の

発生への対応

① 運営班のマニュアル改訂等（随時）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

９ 地域材や特用林産物の
生産体制の強化と需要拡大

◎木材生産額（推計）（単位：百万円）

2017 2019

(2018)

2020

(2019)

2021

(2020)

2022

(2021)

計画 - 2,852 2,871 2,880 2,900

実績 - 2,533 集計中

◎主要特用林産物生産額（推計）（百万円）
2017 2019

(2018)

2020

(2019)

2021

(2020)

2022

(2021)

計画 - 929 939 945 955

実績 670 集計中

(1) 意欲と能力のある林業
経営体の育成や林業技術
者の育成、確保

※実態に合わせて計画を修正、（ ）は地域振興プラン目標値

◎意欲と能力のある林業経営体の累計登録数

（単位：経営体）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 10

(11)

  19※

(12)

  20※

(13)

  21※

実績 - 18 19

【現状と課題】

適切な森林の資源管理と効率的な木材生産の実現に向け、

意欲と能力のある林業経営体等が森林経営の担い手として、

施業の集約化を進めていくことが必要です。

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

【取組方向】

意欲と能力のある林業経営体の施業集約化の実践力の向

上や雇用管理の改善及び事業の合理化の促進のほか、新規就

業者の確保や中核的林業技術者の育成に取り組みます。

１ 林業経営体の実践力向上の促進

(1) 森林経営計画の作成支援

[共通]

ア 経営体への個別指導（随時）

イ 森林所有者への施業提案及び経営体とのマッ

チング（随時）

(2) 現場研修会開催等による技術力の向上

[共通]

  ア 各種研修等への参加促進及び個別指導（随時）

  イ 現場研修会による技術指導（随時）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

２ 林業経営体の雇用管理の改善及び事業の合理化

の促進

[共通]

ア 林業事業主改善計画の取組支援（随時）

  イ 各種制度を活用した事業の合理化の促進（随

時）

３ 新規就業者の確保や中核的技術者の育成

(1) 高校生の作業体験講座を実施する林業事業体

の協議会への支援 推等

[久慈]

  ア 体験型林業・木材講座の支援（５月～９月）

イ 木の仕事ＰＲの支援（10月～11月）

  ウ 新規就業者確保・育成研修会等への支援

  補助事業：久慈地方「木の仕事」協議会（４月

～３月）

【「林業・木材産業」新規就業者確

保支援事業（継続）：事業費326千

円】推

(2) 森林整備による適切な
資源の管理とともに、地域
材の安定供給や利用拡大
の取組を促進

◎県産材供給量（単位：千㎥）

2017 2019

(2018)

2020

(2019)

2021

(2020)

2022

(2021)

計画 - 296 298 299 300

実績 287 257 集計中

【現状と課題】

森林の公益的機能の発揮と循環利用に配慮しながら、用途

に応じた地域材利用の促進と安定供給体制の強化が必要と

なっています。

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・新型コロナの影響により、主要な供給先となっている木

材加工施設の需要量の変動が懸念されます。

【取組方向】

・伐採跡地への造林や間伐などの森林整備とともに林道など

路網の整備や高性能林業機械の導入を促進します。

・アカマツなどの特色ある森林資源の活用により、付加価値

の高い建築材等の利用を促進します。

・治山施設の整備などにより、山地災害対策を推進します。
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

１ 伐採跡地への造林や間伐等、各種事業を活用した

森林整備の促進

(1) 森林整備事業（事後申請による補助事業）国

【R3予算要望事業量】（随時）

区分 造林 下刈 除伐

久慈 134.45 ha 331.11 ha 6.50 ha

二戸 191.08 ha 579.08 ha 6.58 ha

区分 間伐 枝打

久慈 － －

二戸 15.00 ha 10.00 ha

【森林整備事業（継続）】国

（R3）補助事業費：

[久慈] 未定

[二戸] 未定

(2) 林業成長産業化総合対策事業（資源高度利用

型）国

【R2繰越】（４月～１月）

区分
主伐・再造林

一貫作業
路網整備

久慈 52.02 ha 600 ｍ

二戸 21.00 ha －

【林業成長産業化総合対策事業（継

続）】国

（R2繰越）補助事業費：

[久慈] 40,353千円

[二戸] 14,468千円

【R3予算要望事業量】（６月～３月）

区分
主伐・再造林

一貫作業
路網整備

久慈 19.55 ha －

二戸 22.16 ha 150 ｍ

（R3）補助事業費：

[久慈] 14,530千円

[二戸]  15,257千円

(3) 林業成長産業化総合対策事業（間伐材生産・路

網整備）国（随時）

【R元事故繰越】（４月～12月）

区分 搬出間伐 路網整備

二戸 40.00 ha 2,520 ｍ

（R元事故繰越）補助事業費：

[二戸]  20,205千円

【R2繰越】（４月～11月）

区分 搬出間伐 路網整備

久慈 10.00 ha －

（R2繰越）補助事業費：

[久慈]  4,060千円

【R3予算要望事業量】（６月～３月）

区分 搬出間伐 路網整備

久慈 79.48 ha －

二戸 25.00 ha －

（R3）補助事業費：

[久慈] 35,631千円

[二戸]  13,392千円
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(4) 林業成長産業化総合対策事業（林業経営体能力

向上支援対策）国（随時）

【R3予算要望事業量】（６月～３月）

区分 保育間伐 除伐

二戸 27.50 ha 25.00 ha

（R3）補助事業費：

[二戸]  9,566千円

(5) いわて環境の森整備事業（「いわての森林づく

り県民税」により事業実施）県      

【R2繰越】（４月～３月）

区分 強度間伐※

久慈   6.57 ha

二戸 21.97 ha

【いわて環境の森整備事業（継続）】

県

（R2繰越）補助事業費：

[久慈]   3,556千円

[二戸]  17,938千円

【R3予算要望事業量】（４月～３月）

区分 植栽

二戸 5.00 ha

   

【いわて環境の森整備事業（新規）】

県

（R3）補助事業費：

[二戸] 未定

【R3施工地確保目標面積】（随時）

区分 強度間伐※

久慈 未定

二戸 未定

※公益上重要で、緊急に整備する必要のある森林

について、森林所有者と皆伐制限等の協定を締結

した上で行う間伐（混交林誘導伐）

（R3）

補助事業費：

[久慈] 未定

[二戸] 未定

(6) 県有林の適正な管理

ア 県有林の森林整備 国

【R3】

[共通]

   間伐の実施及び進捗管理（９月～３月）

【森林環境保全直接支援事業（継

続）ほか】国

（R3）事業費：

[久慈] 未定

[二戸] 未定

イ 県有林の立木処分

[久慈]

権谷(4)･(5)事業区 ほか（６月～11月）

[二戸]

伊保内２事業区 ほか（10月～12月）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(7) 県民参加による森林づくりの推進

ア 県民参加の森林づくり促進事業（「いわての

森林づくり県民税」により事業実施）県

【R3】

[久慈]

(ｱ) 平庭高原ガーデニング『日本一の白樺美林』

魅力アップ事業 補助事業：くじ☆ラボ（４月

～１月）

(ｲ) 親子で木とのふれあい体験 補助事業：久慈

地方木材青壮年協議会（４月～12月）

[二戸]

(ｱ) カシオペアフォレストスクール事業 補助

事業：馬淵川上流流域森林・林業活性化センタ

ー（４月～３月）

【県民参加の森林づくり促進事業

（継続）】県

（R3）

補助事業費：

[久慈]  1,619千円

[二戸]  297.6千円

イ 地区植樹祭等の開催（一般県民等による森林

づくりの実施） その他予算

[久慈]

(ｱ) 久慈地方森づくり大会

洋野町で開催（10月）

(ｲ) 山火事防止協議会の開催(２月)

(ｳ) 久慈地区山火事予防ポスターコンクール

  （3月：表彰式）

[共通]

(ｱ) 山火事防止自動車パレードの実施（４月）

【その他予算】

(8) 森林病害虫防除対策の推進

ア 松くい虫

[二戸]

(ｱ) 被害木の早期発見・徹底駆除（春・秋）

一戸町 事業量（春駆除）30ｍ3（見込）

(ｲ) 被害の監視及び連携体制の強化

青森・岩手県境松くい虫被害対策連絡会（11

月）

イ ナラ枯れ

[久慈]

(ｱ) 被害木の早期発見・徹底駆除（春・秋）

駆除事業量（春駆除） 国

久慈市 6.46ｍ3、普代村 33.51ｍ3

(ｲ) 被害の監視及び連携体制の強化

久慈地区ナラ枯れ被害対策連絡会議（６月）

(ｳ) ナラ林の利用促進

高齢ナラ林の伐採利用の促進（随時）

【森林病害虫等駆除事業（継続）】

県

（R3）補助等事業費：

[二戸]  未定

[久慈]  未定
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

２ 路網の整備

(1) 林道の整備 国

【R2繰越】

[久慈]

ア 八木玉川線（洋野町） 延長：1,930（30）ｍ

[開設]（４月～９月）

【林道事業（継続）】国

（R2繰）事業費：

[久慈]  55,298千円

【R2繰越】

[二戸]

ア 花見舟打線（二戸市） 延長：350（102）ｍ[開

設]（４月～９月）

【林道事業（継続）】国

（R2繰）事業費：

[二戸]  63,248千円

【R3】

[久慈]

ア 八木玉川線（洋野町） 延長： (660)ｍ[開設]

（６月～３月）

【林道事業（継続）】国

（R3）事業費：

[久慈]  74,289千円

【R3】

[二戸]

ア 安孫・平糠線（一戸町） 延長：200（200）ｍ

[改築]（７月～３月）

【林道事業（継続）】国

（R3）事業費：

[二戸] 68,000千円

イ 朴舘線（一戸町） 延長： 200（200）ｍ[開

設]（７月～３月）

【林道事業（継続）】国

（R3）事業費：

[二戸]  65,000千円

ウ 花見舟打線（二戸市） 延長：150（150）ｍ[開

設]（10月～３月）

【林道事業（継続）】国

（R3）事業費：

[二戸] 43,900千円

(2) 林道災害復旧（R1台風19号災）国

【R3】

[久慈]

  堤線  １か所： 822ｍ（４月～９月）

【林道災害復旧事業（継続】国

（R3）補助事業費：

[久慈]  57,235千円

３ 多様な木材需要に対応する供給体制づくり

(1) 協議会との連携強化による情報共有等

[久慈] 

ア  林業・木材産業意見交換会による木材需要等    

に関する情報共有等（随時）

[二戸] 

ア 二戸地域木材安定供給協議会（二戸地域供給

団体）等の活動支援による供給体制の強化（６

月）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(2) 新たな販路確保に向けた取組

[久慈]

ア アカマツなどの木材販売チャンネル開拓促進          

推 直営（５月～３月）

【アカマツ販売チャンネルの新規

開拓促進事業（継続）：事業費 275

千円】推

イ アカマツを利用した庁舎の内装木質化

推 直営（５月～10月）

ウ SNS などを活用した久慈地域の木材等の PR          

推 直営（５月～３月）

４ 新たな森林管理システムにより市町村が行う森

林整備等の取組の支援

[共通]

(1) 森林所有者の意向調査等に向けた市町村の

取組の支援（随時）

・意向調査の実行支援

・森林経営管理の権利設定等の支援

(2) 他市町村等の取組事例の収集と共有（随時）

５ スマート林業手法の導入の促進

[二戸]

(1) ｢カイゼン活動｣導入支援 推 補助事業：

㈱柴田産業（４月～３月）

【林業イノベーションによる経営

力向上支援事業（継続）：事業費467

千円】推

(2) ｢カイゼン活動｣普及啓発 推 直営（２月）

６ 海岸防災林の再生と山地災害対策の推進

(1) 海岸防潮林の再生（保育） 国

[久慈]

ア 前浜地区（７月～１月）

【治山事業（継続）】国

（R3）事業費：

[久慈]  4,999千円
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(2) 治山施設の整備 国

[久慈]

ア 堤地区ほか ６件（４月～３月）

（R2繰） ３件

  （R3） ４件

【治山事業（新規・継続）】国

（R2繰）事業費：

[久慈]  106,711千円

（新規）54,711千円       

（継続）52,000千円

【治山事業（新規・継続）】国

（R3）事業費：

[久慈]  89,000千円

（新規）21,000千円

（継続）68,000千円

【治山事業（継続）】県

（R3）事業費：

[久慈]  3,212千円

[二戸]

  ア 根反地区ほか ４ 地区（６件）（４月～

３月）

（R2繰） ２件

（R3）   ４件

【治山事業（継続）】国

（R2繰）事業費：

[二戸]  123,474千円

【治山事業（継続）】国

（R3）事業費：

[二戸] 125,899千円

【治山事業（継続）】県

（R3）事業費：

[二戸] 1,500千円

(3) 木炭、乾しいたけ、生

漆の生産や流通の体制強

化を推進

木炭生産量（ｔ）         粉炭含む
2017 2019

(2018)

2020

(2019)

2021

(2020)

2022

(2021)

計画 - 3,300 3,300 3,300 3,300

実績 2,470 集計中

乾しいたけ植菌本数（千本）
2017 2019

(2018)

2020

(2019)

2021

(2020)

2022

(2021)

計画 - 507 512 516 520

実績 358 集計中

漆苗木出荷本数（本）
2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 10,000 30,000 30,000 30,000

実績 9,190 16,770
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

【現状と課題】

・木炭は、収益の確保など生産者が安定的に経営できる体制

づくりが必要となっています。

・乾しいたけは、品質の高い生産物を消費者に届けるための

販売促進や需要拡大に向けた取組が必要となっています。

・生漆は、漆林の健全育成による資源の確保等生産体制の強

化が必要となっています。

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

【取組方向】

・木炭は、「岩手木炭」のブランド力の強化を進め、生産者

の経営安定化に取り組みます。

・乾しいたけは、安定生産のための技術力の向上を図るとと

もに多様な販路の確保に向けた取組を推進します。

・生漆は、植栽や漆林の整備を進めるとともに、生漆生産を

支える人材の育成に取り組みます。

１ 木炭の販路拡大等による生産者の経営安定化

[共通]

(1) 販路拡大に取り組む生産者組織への支援

推 補助事業：北いわて木炭産業振興協議会（５

月～３月）

【北いわて木炭販路拡大促進事業

（継続）：事業費277千円】推

(2) 若手木炭生産者による「ブランディング会議」

開催 推 直営（５月～３月）

２ 乾しいたけの安定生産と多様な販路確保の取組

の推進

[久慈]

(1) 生産者の技術と生産意欲の向上 その他予算

ア 久慈地区乾しいたけ品評会

   （６月：褒賞授与式）

イ 研修会等の開催支援（５月～３月）

   

【その他予算】

(2) 販売促進や消費拡大の取組

ア 久慈地方産原木乾しいたけの販路拡大に向け

た実態把握調査 推 委託事業（６月～３月）

イ 地域内でのＰＲイベントの開催 推 直営

・久慈地方産原木乾しいたけフェアの開催

（７月）

【久慈地方産原木乾しいたけ振興

総合対策事業（継続）：事業費 673

千円】推
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県北広域振興局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(3) 原木しいたけの生産拡大支援

ア 原木しいたけ生産設備導入支援 県 補助

事業：しいたけ生産組合（５月～３月）

【岩手県原木しいたけ生産拡大支

援事業（継続）】県

（R3）補助事業費：1,620千円

イ 原木しいたけ生産用ほだ木整備支援 県

補助事業：しいたけ生産組合（９月～３月）

【原木しいたけ新規参入支援事業

（継続）】県

（R3）補助事業費： 未定

(4) 放射性物質の安全性の確認

[共通]

乾しいたけ・原木の放射性物質全戸検査（随時）

３ 漆の植栽や漆林の整備と生漆生産を支える人材

の育成

[二戸]

(1) 漆苗木生産技術の普及啓発 推 委託事業：浄

安森林組合（４月～２月）

【浄法寺漆資源維持造成対策（継

続）：事業費930千円】推

(2) 漆育林技術の普及啓発 推 直営（５月～９

月）

(3) 浄法寺漆の普及促進 推  直営（通年）

４ その他

[二戸]

(1) スズタケ資源現況調査 推 委託事業（４月～

12月）

【スズタケ資源現況調査（新規）：

事業費466千円】推

(4)地域振興プラン以外 該当なし
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

１0 担い手の確保・育成と
漁業生産量の回復・向上を
進めます

(1) 漁業担い手の確保・育
成

○ 中核的漁業経営体の
育成

■新型コロナによる影響
★影響のタイプ【Ｆ】
★新型コロナの影響の状況

  外食需要の低下により、一部魚種では魚価安と
なっているものの、主要魚種の漁獲及び養殖の不
振が大きく影響し、計画と実績が乖離している主
因となっている。

【現状と課題】
養殖ワカメの減産及び主要魚種の不漁等により

漁業収入が減少したことから計画が未達となった。
地域再生営漁計画の実行支援により、所得向上を

図る必要がある。

■新型コロナによる影響
★影響のタイプ【Ｆ】
★新型コロナの影響の状況

  現状では大きな影響は認められないが、外食需
要の低下が長期化した場合、魚価安による漁業収
入の減少が顕著になることで影響が生じる可能
性がある。

【取組方向】
地域再生営漁計画や浜の活力再生プラン・浜の活

力再生広域プランの実行支援により、中核的漁業経
営体を育成するとともに、漁協や市町村と連携し
て、新規就業者の受入を積極的に推進する。

①地域再生営漁計画の実行支援
・地域再生営漁計画、浜の活力再生プラン・浜の
活力再生広域プランに基づく活動支援

②漁業者グループ等の活動組織育成
・青年部、研究会等活動支援   

③漁業士の育成と活動支援
・岩手県漁業士会久慈支部の活動支援

   支部総会 5月、本部総会6月
・試験研究機関との技術及び情報交流促進

   支部研修会 1月
④漁協女性部活動の充実
・女性部の研修及び交流活動支援

◎漁業生産額（億円）
2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 64.5 65.3 66.1 66.9

実績 63.7 39.8

◎中核的漁業経営体（体）
2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 66 67 68 69

実績 65 40

【漁業担い手確保・育成総合対策事

業：全県予算6,884千円】 県単

【水産業改良普及費：

全県予算110,891千円】国・県
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

○ 新たな担い手の確
保・育成

(2) 漁業生産量の回復・生
産性向上

○ 秋サケ資源量の回復

■新型コロナによる影響
★影響のタイプ【Ｆ】
★新型コロナの影響の状況

  影響なし

【取組方向】
漁協や市町村と連携して、新規就業者の受入を積

極的に推進するとともに、高校生を対象とした漁業
体験活動などにより漁業就業意欲の醸成を図る。

①新規就業者の確保及び就業支援体制の構築
・市町村の新規就業者育成協議会との連携
・県北地区漁業担い手対策推進協議会
・定置網就業へ向けたインターンシップ実施
・雇用関係者研修の開催
・いわて水産アカデミーとの連携

②漁業就業意欲の醸成
・高校生を対象とした漁業体験の実施
・海づくり少年団等の漁業体験活動支援
・実業高校と連携した調査研究活動支援

【現状と課題】
サケ資源造成は、深刻な親魚不足により計画的な

稚魚放流を行うことができず、将来的な悪影響が予
測されるため、親魚・種卵確保及び適期放流に向け
た指導・助言及び関係者の連携が必要。
アワビ・ウニについては、近年の餌料海藻の生育

不良に伴い漁獲量が減少傾向にあり、資源回復に向
けた漁場管理の強化が必要。
久慈湾口防波堤の完成により形成される静穏域

を活用した、さけ・ます海面養殖等の事業化に向け
た技術開発や生産体制の構築支援が必要。

■新型コロナによる影響
★影響のタイプ【Ｆ】
★新型コロナの影響の状況

  影響なし

【取組方向】
海産親魚を積極的に利用し、サケ種卵を確実に確

保する体制づくりを進めるとともに、ふ化放流技術
の改善ときめ細かな指導により、サケ資源の回復を
図る。

◎新規就業者数（人）
2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 9 10 10 10

実績 8 9

◎サケ稚魚放流数（百万尾）
2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 100 100 100 100

実績 100 68

【いわて水産アカデミー運営事業：

全県予算5,265千円】 国・県

【明日の浜の担い手育成事業：

368千円】推

【さけ、ます増殖費：全県予算
393,642千円】国・県

【サケ餌料環境調査事業：208千円】

推
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

○ アワビ、ウニ等の水
揚量の安定

①健康な放流稚魚の生産に係る技術指導
・放流稚魚の飼育管理技術の指導
・各ふ化場の池別生産計画作成と実行支援

②さけ種苗生産技術の向上
・種卵消毒等の指導

③県北地区さけ・ます増殖事業推進協議会の運営
・総会開催 8月

④サケ種卵の確保
・サケ種卵確保対策強化、指導
・早期からの海産親魚の活用推進の指導

⑤野田湾の餌料プランクトン調査

・1～5月

■新型コロナによる影響
★影響のタイプ【Ｆ】
★新型コロナの影響の状況

  影響なし

【取組方向】

計画的な種苗放流や漁協間の連携による餌対策

など、生産力の高い漁場づくりを進めるとともに、

適切な資源管理による水揚げ量の安定化を図る。

①種苗放流及び移植作業の技術指導

②資源量調査及び漁場管理の技術指導

③アワビ・ウニ餌料対策の技術指導

・やせウニを有効利用した、新たなウニの蓄養、

出荷モデルの構築（種市漁協、久慈市漁協）

・漁港静穏域の多目的利用に向けたやせウニの

蓄養試験

・漁業協同組合間の連携による餌料海藻供給体

制の構築（野田村漁協で餌料海藻を生産し、

洋野町内漁協へ供給）

・管内漁協への取組拡大

④ナマコの増殖

・漁港泊地を活用したナマコ増殖技術の開発、

魚礁への天然ナマコの蝟集状況の調査（小子

内、野田、太田名部漁港）

◎ウニ種苗放流数（万個）
2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 250 250 250 250

実績 248 209 206

◎アワビ種苗放流数（万個）
2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 175 175 175 175

実績 175 175 158

【本庁・水産振興課】

サケ資源回復対策検討チーム

（R2.6設立）の協議（随時開催）

・近年の秋サケ不漁に係るサケ資

源回復対策の内容を検討

【栽培漁業推進事業：

全県予算19,840千円】国・県

【水産業改良普及費：

全県予算110,891千円】国・県

【黄金のウニ収益力向上推進事業：

全県予算20，590千円】県単

【漁港多目的利用調査事業：

全県予算10,000千円】国・県

【餌料対策連携構築事業：242千円】

推

【漁港泊地高度利用事業：611千円】

推

【久慈市】

種苗放流に係る経費補助事業（市

単独）

・実施予定地区：夏井、舟渡、久

喜、侍浜（横沼）、久慈浜

・ナマコ種苗放流（潜水作業）に

係る費用補助
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

○ 養殖生産量の増大 ①養殖用種苗（ワカメ、ホタテ、ホヤ）の生産技術
指導
・ワカメ空き漁場解消に向けた指導
・ホタテガイ種苗確保のための調査の拡充

②養殖生産（ホヤ、カキ）の推進
・野田村漁協、普代村漁協

③ギンザケ海面養殖の事業化支援（久慈市漁協）
・区画漁業権免許取得に係る支援・指導

④久慈市漁協ギンザケ養殖試験の指導
・漁場モニタリング、防疫指導等

⑤久慈湾内環境調査の指導
・久慈市漁協が実施する調査を指導（1回/月）

⑥新たなつくり育てる漁業の事業化
・ギンザケ養殖や海面を重層的に利用する複合
的増養殖の事業化に向けた調査、勉強会の開
催等

【養殖業振興事業：
全県予算2,081千円】 県単

【新しい増養殖モデル創出事業：
全県予算4,574千円〕 県単

【革新的増養殖プロジェクト事業：

1,134千円】推

【いわてサーモン知名度向上・販売
支援事業：沿岸局地経費事業】
県内飲食店及び量販店等での生産

地区合同PRフェアの開催
【久慈市】
ギンザケ養殖ＭＥＬ※取得に係る取
組に対する支援
※ＭＥＬ（マリンエコラベル）：水産
資源の持続的利用、環境や生態系の
保全に配慮した管理を行っている漁
業・養殖の生産者と、そのような生
産者からの水産物を加工・流通して
いる事業者を認証する制度。

(3) 生産物の付加価値向
上・販路拡大

○ 高度衛生品質管理
の推進

【現状と課題】
流通加工分野での HACCP の考え方に基づく高度

衛生品質管理が求められており、漁獲物の鮮度・品
質管理の強化及び生産から流通加工までの一体と
なった体制づくりへの支援が必要。
コロナ禍により集客を伴うイベントの開催等が

困難な状況となっており、ターゲットを明確にした
情報発信による地域水産物のPR等の展開が必要。

■新型コロナによる影響
★影響のタイプ【Ｆ】
★新型コロナの影響の状況

  影響なし

【取組方向】
安全・安心な水産物を消費者に供給するため、産

地魚市場を核とした漁獲から流通加工まで一体と
なった水産物の高度衛生管理を推進する。

①高度衛生品質管理地域の認定と実行支援
・認定地域のレベル維持指導(洋野町、野田村)
・地域認定に向けた指導(久慈市、普代村)

IF○r HACCP の取得拡大（定置漁船、水産加工
場）､定置網漁獲物の品質管理向上等

◎高度衛生品質管理地域認定数（市町村）〔累計〕
2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 2 3 3 4

実績 2 2 2

【質の高い水産物の安定確保対策事
業：全県予算2,023千円】 県単
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

○ 地域水産物の販路
拡大

○ 水産物の放射性物
質検査と結果の公表

(4) 漁港等の整備

○ 生産基盤等の整備

○ 施設保全計画に基
づく計画的な保守管
理

①戦略的PR販売の展開(５月～３月) 
・広報媒体を積極的に利用し、ターゲット層を
絞り込んだ情報発信による、地域水産物の広
報活動の展開

・地域内の飲食店を対象としたイベントの開催
による、地域水産物の積極的な活用

②魚食普及活動の推進(５月～12月)
・小中学生を対象とした魚食普及活動の支援

③産地直売会の支援(５月～12月)
・ウニまつり(洋野町)、二子朝市(久慈市)等

①久慈市魚市場での検体採取支援(毎週７検体)

【現状と課題】
東日本大震災津波により、漁港施設は甚大な被害

を受け、漁船の安全係留や水産物の陸揚げなど漁港
施設の重要な機能が喪失し、漁船係留の安全性や漁
業活動の効率性等が著しく低下し、水産業の早期再
開に支障をきたしたことから、今後想定される地
震・津波に対して、事前の対策を講じていくことが
必要となっている。
また、漁港施設の機能保全計画に基づく漁港施設

の保全工事を行うことにより、効率的で効果的な漁
港施設の更新を図る必要がある。

■新型コロナによる影響
★影響のタイプ【Ｆ】
★新型コロナの影響の状況

  影響なし

【取組方向】
漁港施設の耐震・耐津波強化や避難誘導対策によ

る防災力の強化を図るとともに、施設保全計画に基
づく計画的な保守管理により、漁港施設の長寿命化
を進める。

①太田名部漁港 水産流通基盤整備事業
新規：-3m岸壁

②久喜漁港 漁港施設機能強化事業
新規：-4ｍ岸壁

①種市漁港水産物供給基盤機能保全事業
継続：北護岸

②太田名部漁港水産物供給基盤機能保全事業
継続：導流提

◎県営管理漁港の耐震・耐津波強化施設
（施設）〔累計〕

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 5 6 10 11

実績 2 5 5

【久慈地域水産物戦略的販売事業：
348千円】
推(久慈地域「海の幸」PR協議会)

【水産流通基盤整備事業:
事業費 45,000 千円】(国)

【漁港施設機能強化事業:
事業費 30,000 千円】(国)

水産物供給基盤機能保全事業:
事業費 85,000千円】（国）

【久慈市】侍浜漁港

水産物供給基盤機能保全事業:

事業費 3,000千円】（国）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(5)地域振興プラン以外
   ○ 漁協機能の強化

○ 改正漁業法の施行、
県漁業調整規則の改
正に伴う各漁協等へ
の指導

○ 浅海増養殖魚種別
生産高調べ・浅海養殖
施設台数調べ

○ 漁港の適正利用

①洋野町地域の漁協機能強化
・種市南漁協、戸類家漁協、玉川浜漁協の合併
協議の支援（合併基準日：令和４年４月１日）

①漁場の有効利用
・これまで以上に漁業権漁場の適切かつ有効な
利用が求められるため、各漁協に対する助
言・指導を強化

②許認可業務の適正化
・知事許可等の制度が大幅に変更となったため、
関係者への周知徹底のほか、法・規則等に基
づく適切な事務処理を実施

③資源管理の強化
・各漁協等が策定する資源管理計画に基づく取
組の徹底と資源管理協定への移行（令和５年
度まで）に向けた助言・指導の実施

①魚種別の増養殖生産高の統計指導（７～12月）
②養殖施設台数の統計指導（11～２月）

①漁港施設用地の占用許可事務
・県管理漁港である種市漁港、久喜漁港、野田
漁港、堀内漁港、太田名部漁港における占用
許可事務（通年）

②漁船以外の船舶（プレジャーボート）の使用許可
事務
・種市漁港、久喜漁港、野田漁港、太田名部漁
港及び種市フィッシャリーナにおける漁船以
外の船舶（プレジャーボート）の使用許可事
務（通年）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

11 北いわての魅力ある食

材を生かした食産業を盛

んにします

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 新型コロナウイルスの影響により、外食産業は

大幅な売上減となる一方、チキン産業は内食需要

の増加傾向により好調。

◎食料品製造出荷額等（億円）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 794 802 810 818

実績 779 722 未確定

(1) 事業者の経営課題に応

じた支援

【現状と課題】

・ 県北圏域の食産業事業者は小規模・零細経営が

多数。顧客ニーズに応じた商品開発、販路開拓や

人材育成の支援が必要。

【北いわての食産業魅力づくり推進
事業：事業費3,161千円】推

【北いわて産業振興事業：事業費
8,986千円（うち3,457千円）】広

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 新型コロナウイルスの影響により、既存販路

の喪失による売上減少等、事業者の経営が悪化。

・ オンラインやECサイト活用の重要性が増して

きており、経営環境の変化に対応する取組への

支援が必要。

【取組方向】

企業訪問により把握したニーズや情報をもとに、

企業の経営課題に応じた各種助成金（さんりく基金

等）制度利用の斡旋や専門家の斡旋・派遣などを支

援。

◎専門家の斡旋・派遣及び支援制度紹介件数（件）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 35 35 35 35

実績 35 34 29

●関連事業

【本庁：産業経済交流課】

・いわてフードコミュニケーション

推進事業（食産業地域連携CD、産業）

創造AD設置等）

・北いわて産業デザイン力向上プロ

ジェクト事業（食と工芸の事業者間

連携推進、食多様性への対応）

１ 各種補助事業と周知

⑴ 二戸地域魅力ある事業者成長促進支援事業

  実施主体：二戸地区広域商工観光推進協議会

  実施時期：７月～９月を予定

⑵ さんりく基金（県北沿岸地域新商品・新サー

ビス開発事業）の事業者に対する情報提供等

【公益財団法人さんりく基金】

交付決定予定時期 １次：４月下旬

          ２次：８月下旬

⑶ いわて希望応援ファンド地域活性化支援事業

の事業者に対する情報提供等

  実施時期：随時

【本庁：産業経済交流課】

・いわて新事業活動促進支援事業費

補助
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

⑷ 県北広域産業力強化促進事業費補助金

  

【本庁：ものづくり自動車産業振興

室】

・県北広域産業力強化促進事業費

⑸ 津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地

補助金

【経済産業省】

２ 事業者の相談対応・取組支援

⑴ 食産業コーディネーターの設置

   管内企業の情報収集、支援策等の情報提供、

販売促進支援等を随時実施。

⑵ 岩手よろず支援拠点出張個別相談会開催

実施時期：久慈 年８回開催

        二戸 年４回開催

⑶ 岩手県産業創造アドバイザーの派遣等

   実施時期：随時

⑷ ものづくり相互研鑽活動の実施

  新規企業：㈲宇部煎餅店

   実施時期：５月中旬～３月（予定）

   フォローアップ企業：㈲総合農舎山形村

   実施時期：未定

⑸ ECサイトセミナー

   事業者の EC サイト活用の促進を目的とした

セミナーを開催

   実施時期：未定

●関連事業

【本庁：産業経済交流課】

・いわてフードコミュニケーション

推進事業費（産業創造AD設置）

【沿岸広域振興局】

・新しい三陸の地域産業展開事業費

(2) 北いわて食材の認知度

向上

【現状と課題】

・ 食材・加工品の認知度は徐々に高まっている

ものの、近年の食料品製造業の製造品出荷額は

横ばい傾向。

・ 県北地域は、ブロイラー産業が集積している

が、県内（盛岡市）鶏肉消費量は、全国43位（R1）

と低く、地域におけるブロイラー産業の認知度

向上や消費拡大の取組が必要。

・ 新型コロナウイルスの影響で販路喪失や売上

減少に直面する事業者への支援、地域食材の利

用促進が必要。

【北いわての食産業魅力づくり推進
事業：事業費3,161千円】推

【北いわて産業振興事業：事業費
8,986千円（うち3,457千円）】広

【マンガを活用した三陸沿岸道路沿
線の飲食店ＰＲ事業：事業費500
千円】推

◎地域食材ＰＲ回数（回）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 30 30 30 30

実績 29 41 102

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｆ 】

★ 新型コロナの影響の状況
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

・ 各種食イベントの中止・飲食店取引の減少等

販売機会の喪失により、食材PRの機会や売上が

減少している事業者がある。

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 各種イベントの中止による出展機会の減少や

新型コロナウイルスの感染拡大により事業者が

出展を控える傾向がある。

【取組方向】

北いわて食材の認知度向上による企業の販路拡

大・売上向上を図るため、地域食材のPRや商談会出

展などの取組を推進する。

◎商談会等への出展者数等（者）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 30 30 30 30

実績 29 56 2

●関連事業

１ 食材認知度向上 １ 食材認知度向上

⑴ 「とりイベント」等の開催

実施主体：鶏王国北いわて推進協議会

【水産部】

・久慈地域水産物戦略的販売事業

・ 「とり合戦」 実施時期：10月頃

・ 管内高校と連携した鶏肉PR

  実施時期：7月～11月頃

・ 鶏肉PRメニューによる情報発信

（広告媒体やイベント等を利用した

水産物のPR）

【林務部】

・久慈地方原木しいたけ振興総合対

実施時期：夏以降 策事業（原木しいたけPRのオンライ

⑵ 安比高原での観光物産展の実施 ンプロモ―ション及び飲食店フェア

実施時期：秋頃 の実施）

⑶ 二戸駅飲食店を活用した食材等情報発信 【二戸農林】

実施時期：通年

  IGRいわて銀河鉄道㈱へ委託予定

・北いわて農産物魅力発信事業（県

北農産物の魅力情報発信を実施

⑷ マンガを活用した三陸沿岸道路の飲食店PR 【本庁：流通課】

実施主体：三陸グルメマンガプロジェクト実

行委員会

・三陸国際ガストロノミー会議（R3

久慈市開催予定）

⑸ 駅-１グルメの発行 実施時期：年２回予定 【北いわて観光資源ブランディング

推進事業】

⑹ 「三陸ぐるっと食堂」の開催

  （「01多様な交流・連携」再掲）

【北いわての魅力ぐるっと発信事

業】※１⑹

２ 事業者支援

⑴ 二戸管内事業者イベント等出展経費支援事業

  実施主体：二戸地区広域商工観光推進協議会

実施時期：７～３月を予定

【本庁：産業経済交流課】

・いわて食の販路拡大事業費（食の

商談会開催経費等）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

⑵ イベント等開催費用補助

  飲食店を含む事業者のグループがイベント等

を開催する際の経費を補助

  募集開始：５月予定

・いわてフードコミュニケーション

推進事業費（食産業地域連携CD、産

業創造AD設置）

・北いわて産業デザイン力向上プロ

ジェクト事業（食と工芸の事業者間

連携、食の多様性への対応）

(3) 食産業を担う人材の育

成

【現状と課題】

・ 県北圏域の製造業のうち、食産業従業者は

49.0％を占めている。

・ 他圏域と比較し、若年者の地元企業への就職

が少ない。将来の県北地域の食産業を担う人材

を育成・確保するための取組が必要。

【魅力ある北いわての地域づくり推
進事業費：6,010千円】広

【北いわての食産業魅力づくり推進
事業：事業費3,161千円】推

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 Ｄ 】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 企業見学の受入れを制限している事業者があ

り、特にも食産業事業者は受入制限を設ける事

業者が見られる。

・ 中学生・高校生の企業見学の機会が減少して

いる。

【取組方向】

県北地域の食産業を担う人材を育成・確保するた

め、中高生向け企業見学会の実施や若手後継者育成

に係る費用の補助などの取組を推進する。

◎食産業関連事業所への企業見学会参加校数（校）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 8 8 8 8

実績 7 9 2

●関連事業

【農政部】

・農業担い手チャレンジ支援事業

（ICTの導入等のモデル経営体の取

組支援等）

【水産部】

・明日の浜の担い手育成事業（漁業

体験等で漁業就職を支援）

１ 中学校・高校の生徒を対象とした企業見学会の

開催

  久慈：高校１年生対象地元企業見学会（12月）

  二戸：地元企業訪問ツアー（５月～）

２ 二戸地域魅力ある事業者成長促進支援事業（再

掲）

  実施主体：二戸地区広域商工観光推進協議会

実施時期：７月～９月を予定

(4) 安全・安心を支える体

制の整備

【現状と課題】

・ 鳥インフルエンザ等への対策、ＨＡＣＣＰに

基づく衛生管理の普及・啓発など、担当部署等

と連携して食の安心・安全の確保に取り組むこ

とが必要。

【ゼロ予算】
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【 F 】

【取組方向】

食品に起因する健康被害等の発生予防に努め、食

の安全・安心を確保する。

◎高病原性鳥インフルエンザ対策訓練実施回数（回）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 2 2 2 2

実績 2 2 2

１ 鳥インフルエンザ等の発生に備えた通報・連絡

体制等の整備

実施時期：通年

２ 鳥インフルエンザ等の発生を想定した防疫活動

実動訓練の実施

久慈・二戸地方支部の相互連携訓練

３ 鳥インフルエンザの発生に備えた関係機関等と

の連携強化

実施時期：通年

４ HACCP、食品衛生法等に基づく衛生管理の普及・

啓発

  実施時期：通年

(5) 地域振興プラン以外 該当なし
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

12 アパレル産業など高い

技術力を有するものづく

り産業を盛んにします

■新型コロナによる影響

★影響のタイプ【D】

  ★新型コロナの影響の状況

・ アパレル商品の売上低減により繊維工業の製

造品出荷額等の実績が低調になる可能性あり。

【現状と課題】

ものづくり産業の振興のため、企業訪問により把

握したニーズや情報をもとに、企業の経営課題に応

じた制度（県北広域産業力強化促進事業費補助金等）

の周知が必要。

◎①製造出荷額等（食料品製造業及び繊維工業を除く）

（億円）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 461 466 471 475

実績 452 480 R3.7月頃

◎②繊維工業の製造品出荷額等（億円）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 46 46 47 47

実績 45 47 R3.7月頃

(1) 企業の経営課題に応じ

た支援

■新型コロナによる影響

★影響のタイプ【E】

★新型コロナの影響の状況

・ コロナにより、県北ものづくり改善塾、研究

機関見学会、改善塾フォローアップ事業を中止

としたためR2（2020）実績なし。

◎ 他圏域との技術交流会等参加企業数（社）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 34 34 36 38

実績 34 32 -

◎ 企業等訪問件数（社）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 225 230 236 244

実績 222 228 247

１ 各企業の経営課題に応じて、技術開発、販路開

拓などを総合的に支援

【北いわて産業振興事業：事業費

8,986千円（うち5,529千円）】広

・ 関係機関（いわて産業振興センターや大学等）

と一体となった定期的な企業訪問（随時）

・ 各種助成制度情報提供、首都圏アパレル関連

見本市等への出展勧奨等（随時）

・ AI・IoT 活用等に係る県立大学との協働研究

（北いわてアパレル産業振興会、県立大学と連

携）（通年）

※県立大学予算（年100万円）

R2～2カ年事業
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

２ 他圏域の産業支援機関や企業、大学との交流・

連携を促進し、技術力の向上や取引拡大を支援

・ 県北ものづくり改善塾等の開催（６～11月）

【取組方向】

企業訪問により事業者のニーズや経営課題の情

報を収集するとともに、県北ものづくり産業 NW

と連携した、企業の技術力の向上や取引拡大を支

援。

【北いわてものづくり産業人材育

成・連携促進事業：事業費1,073千

円】推

(2) 地域の特徴的な産業の

振興

【現状と課題】

・ 安定的な受注を確保するため、更なる知名度

向上を図ることが必要。

・ アパレル産業を支える人材を育成するため、

地元企業の PR や生産技術の向上を図ることが

必要。

■新型コロナによる影響

★影響のタイプ【E】

★新型コロナの影響の状況

・ コロナにより、北いわて学生ファッションシ

ョーを中止（デザイン募集中止）したため、R2

（2020）実績なし。

◎ 商談会等への管内アパレル事業者参加企業数（社）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 35 35 35 35

実績 34 34 23

◎ 学生ファッションデザイン募集に対する応募校数（数）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 32 33 34 35

実績 31 32 -

【本庁：産業経済交流課】

いわての地場産品魅力拡大事業費

8,064千円（うち7,225千円）

１ 地域の縫製事業者が有する高い技術力の発信や

取引拡大を支援

【北いわて産業振興事業：事業費

8,986千円（うち5,529千円）】広

【北いわてアパレル産業人材育成支

援事業：事業費 945千円】推

・ 首都圏アパレル関係見本市等への出展（11月）

・ 北いわて学生デザインファッションショー

の開催（２月）

・ 動画を活用した技術力等のPR（通年）

２ 地域の縫製事業者の技術力の向上・人材育成の

取組やＩｏＴ導入による生産性向上を支援

・ 北いわて仕立て屋女子会の開催（６～１月）

・ 縫製事業者の収益力向上に向けたセミナーの

開催（AI・IoTや自社ブランド等）（10月又は１

月）

・ AI・IoT 活用等に係る県立大学との協働研究

（北いわてアパレル産業振興会、県立大学と連

※県立大学予算（年100万円）

R2～2カ年事業
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

携）（通年）（再掲）

【取組の方向】

（一社）北いわてアパレル産業振興会や文化フ

ァッション大学院大学等の関係機関と連携し、県

北地域のアパレル産業の振興に産学官一体がとな

って取り組む。

(3) ものづくりを担う人材

の育成

【現状と課題】

新規高卒者の県北圏域内就職率が低いことから、

児童・生徒が地元企業の魅力を知る機会を増やすな

ど、地元ものづくり企業等に就職を希望する人材を

育成・確保する必要がある。

◎ 企業向け研修会等参加者数（人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 250 250 250 250

実績 225 327 116

■新型コロナによる影響

★影響のタイプ【D】

★新型コロナの影響の状況

・コロナにより、県北ものづくり改善塾、仕立て

屋女子会を中止としたため、R2（2020）実績数が

減少。

１ 次世代を担うものづくり人材の育成、確保を図

るため、児童・生徒等の工場見学、企業人による

講演、インターンシップのあっせん、工業高校生

への技能講習支援

【北いわてものづくり産業人材育

成・連携促進事業：事業費1,073千

円】推

・ 県北ものづくり改善塾等の開催（６～11月）

・ 小・中学生、高校生の企業見学等支援（随時）

・ 企業人による講演会開催支援（随時）

・ 高校生への技能講習実施支援（通年）

２ 他圏域の企業見学会及び県北ものづくり改善塾

の開催や改善塾受講企業等のフォローアップによ

る、企業内人材の高度化支援

・ 県北ものづくり改善塾等の開催（６～11月）

・ 改善塾受講企業等のフォローアップ（２月）

・ 二戸高等技術専門校と連携した人材育成（通

年）

【取組の方向性】

・ 小・中学生、高校生の地元企業への理解・関

心を深めるため、企業見学会や講演会の開催を

支援。

・ 企業ニーズに即した研修会等を開催し、人材

確保や育成を支援。
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(4) 地域の特性を生かした

事業活動への支援や企業誘

致の促進

【現状と課題】

地域の特性を生かした事業を展開している地元企

業に対し、地域未来投資促進法等を活用した事業計

画の策定を支援するなど地域を牽引する企業の育成

を進め、地域産業の底上げを図る必要がある。

※目標値は2019年からの累計

◎ 地域経済牽引事業計画・経営革新計画承認件数（件）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 - 10 20 30 40

実績 11 22 45

■新型コロナによる影響

★影響のタイプ【F】

★新型コロナの影響の状況

・ 指標の実績は計画値を上回ってはいるものの、

新型コロナによる影響から、事業計画の見直し

をしたことで申請を取りやめた事業者が散見さ

れた。

１ 地域未来投資促進法等の支援制度の周知等によ

り、地域の特性を生かし、地域をけん引する取組

を行う企業の業容拡大を支援

【地域経済牽引事業計画及び経営革

新計画の策定支援】ゼロ

・ 地域経済牽引事業計画（地域未来投資促進法）

や経営革新計画（中小企業等経営強化法）等の

支援制度の周知や事業計画の策定を支援。（通

年）

【支援制度の例】

・ 地域経済牽引事業計画（地域未

来投資促進法）

・ 経営革新計画（中小企業等経営

強化法）

・ 県北広域産業力強化促進事業費

補助金（ものづくり自動車産業振

興室）

・ いわて希望応援ファンド地域活

性化支援事業（（公財）いわて産業

振興センター）

・ ものづくり・商業・サービス生

産性向上促進補助金（経済産業省

（中小企業庁））

２ 久慈・二戸間や他圏域の企業関係者との交流機

会を創出し、情報共有や企業間連携を促進

【北いわて産業振興事業：事業費

8,986千円（うち5,529千円）】広

【北いわてものづくり産業人材育

成・連携促進事業：事業費1,073千

円】推

・ 縫製事業者の収益力向上に向けたセミナーの

開催（AI・IoTや自社ブランド等）（10月又は

１月）

  ・ 県北ものづくり改善塾等の開催（６～11月）

・ 改善塾受講企業等のフォローアップ（２月）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

【取組の方向】

市町村及び商工団体と連携し地域の特性を生かし

た事業、地域を牽引する取組を行う企業の業容拡大

を支援する。

(5)地域振興プラン以外 該当なし
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

13 隣接圏域等と連携した

広域観光を進めます

■新型コロナウイルス感染症による影響

★ 影響のタイプ【Ｄ】

★ 新型コロナウイルス感染症の影響の状況

   2020年は緊急事態宣言の発令等により観光客

の移動が制限されたことから入込客数は大幅な減

少となる見込み。

◎ 観光入込客数（延べ人数）（万人回）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 254 249 251 259

実績 272 267 未確定

(1) 特色ある地域資源を活

用した観光の推進

【現状と課題】

継続的な観光流動の創出による誘客拡大を図るた

め、観光目的地となる「モノ・コト」の充実に向けて

県北地域特有の観光コンテンツの磨き上げが必要。

■新型コロナウイルス感染症による影響

★ 影響のタイプ【Ｄ】

★ 新型コロナウイルス感染症の影響の状況

   2020 年度は緊急事態宣言の発令等による一時

閉園、博物館空調設備工事等による展示室閉鎖等

に伴い、入込数は減少となった。

◎ 御所野縄文公園入込数（千人）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 26 28 66 110

実績 25 23 20

【取組方向】

あまちゃんや三陸ジオパーク・みちのく潮風トレイ

ル、御所野遺跡や九戸政実等の県北地域ならではの観

光資源を生かした取組を推進する。

１「あまちゃん」を活用したロケツーリズムの推進 【北いわて広域観光推進事業費

北三陸「あまちゃん」観光推進協議会と連携しな 2,466千円（うち1,009千円】広

がらロケツーリズムを推進する（負担金拠出）。

＜主な取組 ※詳細は事務局と調整＞

・ ロケ等誘致活動

・ あまちゃん関連イベントの開催

・ 受入態勢整備に向けたセミナー等の開催

・ ロケツーリズム協議会への参画

                    等

２ 県北地域特有の観光資源のブランディングを推進 【北いわて観光資源ブランディン

市町村や観光関係団体と連携して県北地域の観 グ推進事業：554千円】推

光資源のブランディングを推進する。
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

・ 研究会の開催（通年）

・ リーディングケースとなるイベントの実施

（８月～10月頃の実施を想定）

※ 管内市町村及び三陸鉄道、ＩＧＲいわて銀河鉄

道、岩手県北バスと連携

３ 御所野遺跡を核とした交流人口の拡大 【御所野遺跡等観光資源連携推進

御所野遺跡の世界遺産登録の実現に合わせて管

内での登録記念事業等の展開や隣接圏域等との連

携強化に取り組むとともに、体験・交流型観光のブ

ラッシュアップや受入態勢の強化等を推進する。

※５月下旬頃イコモス勧告、7/16～31世界遺産委員

会（オンライン）で登録可否審査予定

※一部再掲：２文化芸術・スポーツ(２)

事業費8,145千円】広（県単）

(1) 管内での登録記念事業（機運醸成事業）の展開

や受入態勢整備

・ 御所野縄文ＷＥＥＫの開催（９～10月頃）

・ ＩＧＲいわて銀河鉄道での車内広告（７～８月

頃）

・ コミュニティＦＭと連携したイベントの開催

（８～９月頃）

・ 魅力あるお土産品等の開発推進、おもてなし研

修会開催による受入態勢の強化（４～７月頃、年

２回程度）

・ 二戸地域魅力ある事業者成長促進支援事業（新

商品開発支援）※再掲：11食産業(１)

実施主体：二戸地区広域商工観光推進協議会

実施時期：７月～９月を予定

・ カシオペア連邦観光おもてなし事業（横断幕・

のぼり等の掲示）

実施主体：二戸地区広域商工観光推進協議会

実施時期：７月頃～

・ 「北いわて最前線」（号外）発行による世界遺産

登録についての周知 ※再掲：１地域コミュニテ

ィ(１)

(2) 隣接圏域等との連携や情報発信

・ 御所野愛護少年団等と隣接する遺跡（博物館）

との交流促進 （視察、意見交換等）（７～８月頃）

・ 隣接圏域（八戸、鹿角）と連携した周遊観光（ス

タンプラリー）の推進（７～11月頃）

・ 八戸・鹿角等、首都圏における情報発信イベン

トの開催

・ 御所野縄文博物館と連携した首都圏での登録祈

念（記念）展示会の開催支援（４～６月）

(3) 国内外からの誘客促進

・ 八幡平市安比地区と連携した旅行商品造成

・ ＩＧＲいわて銀河鉄道と連携した周遊観光推進

【カシオペア地域魅力発信事業1,508

千円（うち、902千円）】推（県単）

【北いわての食産業魅力づくり推進

事業 3,161 千円（うち、402 千円）】

推（県単）

【本庁】

北いわて産業・社会革新ゾーンプロジ

ェクト

【本庁文化振興課】縄文遺跡群世界遺

産登録推進事業 22,544 千円（世界文

化遺産登録決定記念事業、国内フォー

ラム開催事業）

【本庁文化振興課】御所野遺跡世界遺

産登録記念事業4,105千円（世界遺産

「御所野遺跡」パンフレット作製、御

所野遺跡ＰＲキャラバンの実施）

【一戸町】世界遺産登録記念事業（登

録記念式典・祝賀会の開催）

【本庁観光・プロモーション室】いわ

て観光キャンペーン推進協議会事業

17,329千円

（世界遺産を組み合わせた情報発信

と旅行商品の造成支援）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

・ 修学旅行需要の変化に応じた県央・県南からの

誘客に向けたセールス活動（随時）

(2) 受入態勢の強化及び観

光を担う人材の育成

【現状と課題】

県北地域ならではの観光資源を生かした商品造成

や観光地域づくりの推進が求められている。

■新型コロナウイルス感染症による影響

★ 影響のタイプ【Ｄ】

★ 新型コロナウイルス感染症の影響の状況

   移動自粛に伴い受入校数は減少している一方、

これまで来訪実績のなかった県内・隣接県の学校

の受入が増加しているものの、全体としての受入

校数は減少となる見込み。

◎ 教育旅行受入学校数（校）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 54 54 58 62

実績 54 73 67

【取組の方向性】

県北地域特有の観光資源を生かした商品造成や観光

地域づくりに取り組むことができる人材の育成や

ネットワークを強化して、教育旅行の受入校数や観光

入込客数の増加につなげる。

１ 観光地域づくりコーディネーターの配置 【本庁 観光・観光プロモーション

三陸DMOセンターの現地機能の強化を図るため、 室】

観光地域づくりコーディネーターを配置し、地域 三陸観光地域づくり推進事業費

内の連携促進、人材育成、旅行商品の造成支援を 22，604千円（うち2,850千円）

行う。 （観光地域づくりコーディネータ

ーの配置）

・ 「三陸観光プランナー養成塾」参加者によるプ 【（公財）さんりく基金（三陸ＤＭ

  プランナーツアーの運営補助 Ｏセンター）事業】

・ 三陸観光ポータルサイト「さんりく旅しるべ」 （三陸観光プランナー養成塾の開

  による情報発信 催、旅行商品及び観光プログラム

・ 北いわて観光資源ブランディング推進事業に係 ムの高度化に向けた支援の実施）

  る現地のコーディネート

２ 観光客対応能力等の向上に向けたセミナー開催 【北いわて広域観光推進事業費

  観光関係者の接客技術の向上等を目的としたセ 2,466千円（うち1,009千円）】

ミナーの開催 広（県単）

・ あま協事業として位置付けて実施

(3) 広域連携の強化及び情

報発信による誘客の促進

【現状と課題】

平成30年以降の県北地域における観光入込客数は

減少傾向にあり、新しい交通ネットワークを生かした

交流人口の拡大を図る必要がある。
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

■ 新型コロナウイルス感染症の影響

★ 影響のタイプ【Ｄ】

★ 新型コロナウイルス感染症の影響の状況

   2020年は例年出展している集客イベント等が

中止となったため観光ＰＲが出来ていない状況。

◎ 他圏域との合同観光PR参加団体数（団体）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 20 20 20 20

実績 7 18 ０

【取組の方向性】

八戸等の隣接圏域と連携して周遊促進や新たな広

域周遊ルートの構築に向けた取組を推進する。

１ 広域連携の強化及び情報発信による誘客の促進

(1) 八戸圏域等と連携した観光ＰＲ

【北いわて広域観光推進事業費

ア 北緯40°ナニャトヤラ連邦会議と連携した 2,466千円（うち1,457千円）】

  周遊観光キャンペーンやイベント出展による 広（県単）

    情報発信に取り組む。

  ・ 北緯40ナニャトヤラ連邦会議と連携した

    周遊観光キャンペーンの実施（スタンプラリ

ーの実施 ８月～11月を想定）

  ・ ＩＢＣまつりへの出展による観光ＰＲ（９

月）

イ 隣接圏域（八戸、鹿角）と連携した周遊観光 【御所野縄文遺跡等観光資源連携

  （スタンプラリー）の推進（７月～11月頃）

※再掲

推進事業費8,145千円】広（県単）

(2) 観光キャンペーン等への参加による情報発信 【本庁 観光・プロモーション室】

  いわて観光キャンペーン推進協議会や市町村と 東北デスティネーションキャン

連携して東北デスティネーションキャンペーン開 ペーン事業費57,858千円

催の機会を生かした情報発信等を実施（通年） （東北ＤＣにおける観光ＰＲの実

施）

【本庁 観光・プロモーション室】

いわてまるごと売込み隊推進事

業費31,915千円

（復興支援感謝パスポート（仮称）

の発行）

(4)地域振興プラン以外 該当なし
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等

14 雇用環境の改善と若年

者などの就業支援を進め

ます

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【Ｆ】

★ 新型コロナの影響の状況

・新規高卒者を対象とした管内求人数（1 月末現

在）は、前年同月比8.3％の減少。

・県内求人数（1 月末現在）では、宿泊業、飲食

業、サービス業や娯楽業で前年同月比20～30％減

少。

◎ 県北圏域高卒者の管内就職率（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 47.0 47.0 47.0 47.0

実績 43.0 42.6 未確定

(1) 働き方改革の促進等に

よる雇用・労働環境の改善

【現状と課題】

人手不足が恒常化しており、人手不足解消のため

には、雇用・労働環境の改善や労働生産性の向上に

向けた取組が必要

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【Ｆ】

【取組方向】

県北の産学官及び異業種で構成する「北いわて未

来づくりネットワーク」を推進基盤として、県北の

特徴である女性の雇用・活躍等を推進し人材確保等

が図られるよう取り組むとともに、地場産業の高い

技術や優れた品質等の強みを生かし更なる産業振興

を図るため、企業の未来技術（AI・IoT）や経営革新

等の取組を支援。

◎ 「いわて女性活躍認定企業等」の認定数（社）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 5 10 15 20

実績 0 9 15

１ 雇用環境整備の促進 【久慈：ジョブカフェ委託事業

  関係機関と連携した就労支援及び働きやすい職 事業費3,667千円】定雇室

場環境づくりに向けた企業の取組の促進 【二戸：

(1)  県庁内関係室課や市町村等との情報交換 ジョブカフェ総事業費のうち

・ 随時実施 委託事業費2,064千円

(2) 安定的な雇用の確保等に関する要請活動 うち県費431千円】定雇室

・ ６月：安定的な雇用の確保等に関する要請

     活動

【久慈市】4，6，8，10，12，2月

採用情報共有会

(3) 雇用のミスマッチの解消及びＵ・Ｉターン就職

支援

【久慈公共職業安定所】6，10月 高

等学校職業指導担当者会議

・ 随時：北三陸・お仕事見学会（久慈公共職業

安定所主催）等

【二戸公共職業安定所】6，12月 新

規高等学校卒業者職業紹介業務連絡

会議

・ 随時：Ｕ・Ｉターン就職フェア等への参加 【久慈市】11月 企業との大学訪問

ツアー

【二戸市】9 月 にのへインターン
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等

シップＷｅｅｋ

【二戸地域雇用創造協議会】各種求

職者向けセミナー、ミニ面談会等の

実施

２ 企業等における女性活躍等の推進

  企業における女性活躍や子育て支援等により

人材確保の推進を図るため、「いわて女性活躍認

定企業等」及び「いわて子育てにやさしい企業等」

の認定・認証に係る取組を促進するとともに、「北

いわて未来づくりネットワーク」による産学官連

携・異業種連携を推進

(1) 女性活躍・子育て支援等の企業認定の促進

・随時：Ｒ３年度 新規５社（地域プラン指標）

(2) 北いわて未来づくりネットワークによる産学

官連携・異業種連携の推進（再掲）

【魅力ある北いわての地域づくり推

進事業費（北いわて未来づくりネッ

  ① 女性活躍・子育て支援などモデル事例の共

有のためのセミナーの開催

  ・８月：セミナー開催

トワークの推進）：事業費6,010千円

（うち488千円）広

  ② AI・IoT 活用等に係る県立大学との共同研

究（縫製・福祉） ・随時

※県立大学予算

  ③ 会員企業の採用強化・人材確保に係る研修

会の開催

  ・11月：研修会開催

【本庁定住推進・雇用労働室】

いわて働き方改革加速化推進事

業（労働環境の整備と処遇改善に

向けた取組への支援、中小企業者

が行うテレワークの導入に要す

る経費の補助）

(2) 関係機関との連携によ

る若者の地元就職や職場

定着の促進

【現状と課題】

他圏域と比較し、若年者の地元企業への就職が少

ないことに加え、新規高卒者の早期離職率も低くな

いことから、関係者が一体となって地元定着に向け

たキャリア教育を推進していくことが必要。

■新型コロナによる影響

★ 影響のタイプ 【Ｆ】

★ 新型コロナの影響の状況

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、従業

員の解雇等の見込みがある企業がある。

【取組方向】

・ 若者の地元就職や職場定着の促進を図るため、

地域ジョブカフェを活動の拠点とし、関係機関と

連携しながら、高校生を中心とする若年者の管内

就職や新規就業者の職場定着を支援。

◎県北圏域高卒者の管内就職後３年以内の離職率（％）

2017 2019 2020 2021 2022

計画 － 18.6 18.1 17.6 17.1

実績 19.6 18.0 未確定
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等

１ 若年者等の地元就職・定着支援 【魅力ある北いわての地域づくり推

(1) 児童・生徒の職業観・勤労観の育成を支援す

るキャリア教育の推進

進事業費（小・中・高・大学生、教

員及び保護者の地元企業の理解促

・５月：久慈地域キャリア教育推進研究会（久

慈）

進）：事業費6,010千円（うち1,177 

・６月又は７月：キャリア教育スキルアップセ

ミナー（久慈）

・10月：中学生向け職業講演会（久慈）

・12月：高校１年生を対象とする地元企業見学

会の開催（久慈）

・12月又は１月：キャリア教育に係るシンポジ

ウム（久慈）

・１月：しごとスクエア（久慈）

・１～３月：職場体験等の受入れに関するアン

ケート調査（久慈）

千円）】広

【久慈市】7 月 中学校キャリア教

育研修会

【久慈市】11月 社会体験week

久慈市内の中学２年生が、地域の

企業で２日又は３日間にわたり職

業体験。

・５～３月：小・中・高校生の地元企業の理解

促進を目的として年６回地元企業

訪問ツアーを実施。１回に２～３社

訪問（二戸）

【県教育委員会事務局】7/30教員向

けキャリア教育研修会（久慈開催）

・随時：高校でのお仕事交流会（久慈）

     （９月大野高校にて実施予定）

  ・随時：高校の「総合的な探究の時間」への対

     応

  ・通年：県内就業・キャリア教育コーディネー

ターの配置

(2) 若年者等の就業支援

・通年：求職者就職支援、企業ガイド情報提供

・６～３月：企業等による地元就業に向けた出

前講座（二戸）

・７月：高校３年生向け企業説明会（二戸）

・７月：新規高卒予定者対象求人説明会

（久慈：公共職業安定所との共催）

・10月：地元企業のＰＲイベント（二戸）

・通年：就職支援セミナーの実施（久慈・二戸）

(3) 地元に就職した若年者の定着支援活動 【魅力ある北いわての地域づくり推

・６月：フレッシャーズ・カフェ（久慈） 進事業費（新規学卒就職者等の定着

・９月：就職３年以内の社員セミナー（二戸） 促進）：事業費6,010千円（うち561 

・11月又は２月：若者の職場定着セミナー（久

慈）

千円）】広

【本庁定住推進・雇用労働室】

いわて就業促進事業費（企業面接会

等のマッチング支援、キャリアコン

サルティング等の職場定着支援を実

施）

【久慈雇用開発協会】12月 若年労

働者を対象とした意見交換会

【久慈雇用開発協会】３月 新規学
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等

卒管内就職者合同歓迎会

【二戸地域雇用開発協会】３月 二

戸地域新社会人歓迎会

２ 若年者のＵターン促進 【魅力ある北いわての地域づくり推

・６～３月：高校ＯＢ等によるＵターンに向けた 進事業費（管外進学・就職者及び

出前講座（二戸） 保護者へのＵターン推奨）

・管外進学、就職者を対象とした成人式での企業 事業費：6,010千円（うち141千円）】

  ＰＲ（久慈・二戸） 広

・９～10月：高校生及び保護者を対象とした

Ｕターン経験者とのトークセッション

（久慈）

３ コロナ離職者等就職支援 【魅力ある北いわての地域づくり推

新型コロナウイルス感染症の影響による離職者

等の就職を支援するとともに、雇用のミスマッチ

を解消し、早期離職の防止や職場定着の促進に取

り組む。

進事業費（新型コロナウイルスの影

響による離職者等への就職支援）：事

業費 6,010 千円（うち 130 千円）】

広

・通年：大人のインターンシップ（久慈）

(3)地域振興プラン以外 該当なし
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和２年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

15 北いわて情報発信

(1) 圏域内の住民への情報

発信の強化

圏域内の住民へ振興局の取組の理解促進を図るた

め、情報発信を強化

１ 地域特性を生かした施策や交流連携の取組の圏

域内外への情報発信

(1) 県北局 HP の「お知らせページ」を一層活用し

た情報発信及び、局twitter アカウントによる情

報発信

(2) 県北広域振興局全戸配布広報誌「北いわて最前

線」(号外)の発行による、「北海道・北東北の縄文

遺跡群」の世界遺産登録についての周知

【カシオペア地域魅力発信事業：事

業費1,663千円（755千円）】推

２ カシオペア連邦情報発信事業（再掲）

※ １(2)地元定着、移住・定住の促進の２(1) カシ

オペア連邦情報発信事業を参照のこと

３ 効果的な広報活動を検討するため、局内担当者

による会議を開催

４ 県政広報誌「いわてグラフ」を活用した情報発

信（年４回）

【本庁】いわてグラフの発行（年４

回 ６、９、12、３月予定）全世帯

配付、Ａ４版16ページ、カラー

(2) 圏域外での北いわての

認知度向上

圏域外での北いわての認知度向上のため、ＳＮＳ

や報道機関を活用した情報発信を強化

１ 局HP、Facebookやイーハトーブログ等のインタ

ーネットを活用した情報発信（随時）

【本庁】広聴広報課 twitter、広聴

広報課Facebook

２ 報道機関との定例懇談会を開催し、報道機関へ

情報提供（月１回）

３ 効果的な広報活動を検討するため、局内担当者

による会議を開催（再掲）

※15(1)「圏域内の住民への情報発信の強化」参照の

こと

４ 県広報誌「いわてグラフ」を活用した情報発

信（年４回）（再掲）

※15(1)「圏域内の住民への情報発信の強化」参照の

こと

(3) 広聴 住民等からの意見を施策に反映し、円滑に業務を

遂行させるため、要望や意見交換の場を設ける

１ 管内８市町村からの県への要望

の実施

２ 団体等から県への要望の実施

八戸・久慈自動車道建設促進期成

同盟会、岩手県測量設計業協会、北

奥羽開発促進協議会、久慈地方商工
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和２年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

会議所など

３ 地域運営委員会議の実施（年２

回）

４ 県政懇談会の実施（年２回）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

16 被災者支援

各種連絡会等への参加

野田村と久慈保健所が毎月１回開催している野

田村復興支援チーム定例連絡会や、市町村社協等

が実施する連絡会に参加し、被災者支援に関する

取組内容について情報共有。

【ゼロ予算】

●関連事業

【本庁】

被災者生活支援事業

（いわて被災者支援センター（委託

先：NPO法人 インクルいわて）を通

して、伴走型の支援や、専門家派遣

を実施。）

コミュニティ形成のための各種事業

（郷土芸能や健康づくりを通じて、

災害公営住宅等における新たなコミ

ュニティの形成を支援。対象地域は

宮古以南）

※ 県では、いわて県民計画「復興推進プラン（Ｐ19）」にあるとおり、2021 年３月末をもって、被災者相談支援セン

ターを廃止した。
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

17 危機管理等

(1) 危機管理 １ 災害対応

【現状と課題】

管内に気象警報が発表され、又は大規模な火災が発生し、

若しくは震度４以上の地震が発生した場合等に、岩手県地

域防災計画により速やかに災害警戒本部地方支部を設置

し、災害情報の収集、警戒対応等を行う。

【取組方向】

＜共通＞

① 勤務時間及び休日・夜間における職員の連絡体制の整

備、情報伝達訓練の実施

② 緊急初動要員の指名

③ 災害警戒当番表により経営企画部及び二戸地域振興セ

ンター、審査指導監の職員を夜間・休日の対応要員（２

人体制）に指名

④ 災害警戒本部地方支部対応マニュアルの整備、迅速か

つ的確な災害警戒の対応

２ 新型コロナウイルス感染症に係る保健所業務支援対応

【現状と課題】

＜久慈＞（R2.5～）

① 保健所への職員派遣（経営企画部復興推進課職員１名、

毎日午前勤務）

② コロナ支部委員会議の運営（経営企画部総務課）

③ PCR検査検体搬送の当番制（局内各部室）

④ 野田村派遣（R2.5、経営企画部職員３名、特別定額給

付金の業務支援）

＜二戸＞（R2.5～）※職員派遣はR2.12～

① 保健所への職員派遣（R2.12～）

二戸地域振興センター（県税室を含む。）及び審査指導

監の当番制対応（平日９時～17時）

② コロナ支部委員会議の運営（二戸地域振興センター）

③ PCR 検査検体搬送・患者移送の当番制（二戸行政セン

ター）

久慈・二戸の取組は上記のとおりであり、保健所業務支

援等の新型コロナウイルス感染症対策は継続していくこと

が必要である。

【取組方向】

＜共通＞

新型コロナウイルス感染症対策について、局内及び関係

機関と連携し、保健所への業務支援をはじめ、衛生管理の

徹底や地域経済対策等、コロナ禍の事態の変化に対応しな

がら、迅速かつ適切な危機管理の

対応を行っていく。
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

(2) 職員研修 【現状と課題】

職員が県北地域の課題や取組、文化等を理解し、当地域

の広報マンとして共通認識をもって業務を遂行するため、

職員同士の連携・交流を図ることが必要である。

【取組方向】

＜共通＞

局内職員を対象とした職員研修会を開催する。（久慈・二

戸が持ち回りで業務を担当）

（過去の実施状況）

R2：天台寺、御所野縄文公園（二戸）

R1：久慈ジオサイト、久慈琥珀博物館（久慈）

H30：九戸城址、チョコ南部工場、御所野縄文公園（二戸）

(3) 選挙事務 【現状と課題】

国政選挙及び知事・県議選において投票率が低下傾向に

ある。平成28年に選挙権年齢が満20歳から満18歳に引き

下げられたが、全国的な傾向として若年層の投票率が他の

年代を下回る結果となっており、投票率の向上が課題とな

っている。

＜知事・県議選＞

知事選 H3：73.75％→R1：53.46％

県議選 H3：76.34％→R1：54.87％

＜国政選挙＞

第48回衆院選（H29） 10歳代：40.49％ 、20歳代33.85％、

全世代：53.68％、

第25回参院選（R1） 10歳代：32.28％ 、20歳代30.96％、

全世代：48.80％

【取組方向】

＜共通＞

明るい選挙推進協議会（久慈支部、二戸支部及び市町村）

による選挙啓発の実施。特に若い世代への選挙啓発及び主

権者教育を重点的に実施する。

① 明るい選挙啓発授業の実施（久慈：大川目小学校、二

戸：実施未定）

② 普通啓発

明るい選挙啓発ポスター作品募集・展示（R2久慈市ア

ンバーホール及び二戸ショッピングセンターニコアに入

選作品43点展示）

③ 臨時啓発（第49回衆議院議員総選挙）

・ 公用車による選挙広報（明るい選挙の推進及び投票の

呼びかけ等）

・ 街頭啓発（久慈ショッピングセンター及びユニバース

二戸荷渡店での啓発用品等の配付）
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

18 県税収入の確保と納税

秩序の確立

(1) 適正・公平な課税の推

進

【現状と課題】

県民から信頼される税務事務執行のため、適時適

切な課税の実施と、申告や届出に対する的確な指導

を行う必要がある。

【取組方向】

① 適正・公平な課税事務の執行

・課税資料の適正な管理

・早期課税の実施

・進行管理の徹底

② 法人二税等の申告税目に係る未届及び未申告の

整理促進

・実態調査の実施による届出・申告指導

・決定、更正、除却処分の計画的な実施

・自主決定法人等調査の推進

  調査対象法人数 51社

   （久慈32社、二戸19社）

(2) 課税捕捉調査の実施 【現状と課題】

納税秩序を確保するため、課税捕捉調査、軽油の

流通調査及び免税軽油の適正使用に係る調査を、計

画的かつ積極的に実施する必要がある。

【取組方向】

① 不動産取得税に係る中間登記省略の課税捕捉調

査の推進

・納税義務者変更届の調査（市町村）

・登記事項調査（法務局）

② 軽油引取税に係る混和消費等不正軽油の撲滅に

向けた調査等の推進

・特徴者、販売店、需要家及び免税軽油使用者調

査

  調査対象者 163者

   （久慈84者、二戸79者）

※３年で一巡が調査目標

免税軽油使用者は農業、漁業以外

・路上抜取調査の実施

(3) 滞納整理の推進 【現状と課題】

県税収入を確保するためには、滞納事案に即した

滞納整理を計画的かつ効率的に実施する必要があ

る。

【取組方向】

① 滞納者の生活状況等の把握

・身上及び資産調査の実施

・給与及び債権調査の実施
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

② 滞納処分の推進

・滞納整理目標の設定

・執行計画の策定

・効果的な滞納整理方針の検討

・進捗状況の見える化と情報共有

・分納不履行者に対する早期催告

③ 執行停止及び不納欠損の推進

(4) 関係機関との連携 【現状と課題】

適正課税及び滞納整理の推進、並びに収入未済額

を縮減するためには、関係機関との連絡及び協調と、

税務職員のスキルアップを図る必要がある。

【取組方向】

① 市町村との連携

・個人県民税の徴収支援強化による収入確保

・滞納整理の連携

＜共通＞

・県税還付金データの市町村への情報提供

・共通滞納者の情報共有

・滞納処分の執行

＜久慈＞

・実情に応じた徴収支援策の協議及び実施

＜二戸＞

・市町村滞納整理への支援

・合同公売会の開催

② 滞納整理機構との連携

・個別検討会への参加

・共通滞納者の情報共有

③ 地区税務協議会との連携

・新任税務職員研修会の開催

・滞納整理研修会の開催

・家屋評価研修会の開催

(5) 特例措置等の適正な運

用

【現状と課題】

被災した納税者及び新型コロナウイルス感染症の

影響により収入が減少した納税者について、その状

況の把握に努め、各種特例制度を的確に適用するこ

とで生活や事業を支援する必要がある。

【取組方向】

① 災害に係る課税免除及び特例控除

② 新型コロナウイルス感染症に係る徴収猶予
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令和３年度振興施策実施計画（年間）
令和３年４月 15 日

県 北 広 域 振 興 局

項  目 令和３年度の取組方向 予算、関連事業（本庁、市町村等）

19 会計事務等

○ 会計事務の適正かつ効

率的な執行の確保

【現状と課題】

会計事務のリスクは、影響度も大きく発生頻度も

高いことから、審査、検査、指導及び研修等を通じ

て、より一層、効率的で適正な事務の執行を確保す

る必要がある。

【取組方向】

①組織的チェック体制（内部統制の取組）の強化

（共通）

・会計実地検査の実施（９月～10月）

・会計事務研修会（所属長等対象）の開催

・支出審査時等における事務指導（随時）

（久慈）

・局議でのリスクマネジメントの徹底（随時）

・会計事務担当課長等会議の開催（７月、２月）

②職員の会計事務処理能力の向上

（共通）

・会計事務担当者会議（事務研修）の開催

・会計情報紙等の発行（年６～８回）

（久慈）

・監査から学ぶ会計事務研修会の開催（12月）

（二戸）

・会計事務サポート・リンク集による情報提供

③再発防止策の徹底

（共通）

・会計事務担当者との意見情報交換会の開催

（久慈）

・監査フォローアップミーティングの実施（随時）

（二戸）

・支出等審査連絡票を活用した指導

○ 適正かつ計画的な公共

調達等の確保

【現状と課題】

物品調達に加え、令和３年度から審査指導監に移

管された工事等の入札事務を伴う公共調達につい

て、適正かつ計画的に執行する必要がある。

【取組方向】（共通）

①調達事務の適正執行

・物品調達審議委員会の開催及び入札執行（随時）

・競争入札審議会の開催及び入札執行（随時）

②不適切な事務処理の再発防止

・物品抜打ち現場確認の実施（随時）

○ 適正かつ安全な収納金

等の管理

【現状と課題】

収入金や収入証紙について、適正かつ安全に管理

する必要がある。

【取組方向】（共通）

・収納した収入金の即時払込の徹底（随時）

・収入証紙の適正な売り渡しと在庫管理（随時）

・指定金融機関等検査の実施（６月～11月）
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